


　建設工事の施工においては、その自然的・社会
的条件が複雑かつ多様で、不確実である。このた
め、契約時点で設計図書に定められた条件が、現
地の条件と異なる場合には、施工方法や使用材料
等の設計内容について、変更が生じる場合がある。

　平成２６年６月に改正された「公共工事の品質確
保の促進に関する法律（改正品確法）」において、
発注者責務の明確化が明記され、「発注関係事務
の運用に関する指針（運用指針）」の内容に必ず実
施すべき事項として「適切な設計変更」が義務付け
られた。

　本市では、設計変更については「常滑市建設工
事請負契約約款」においてその手続きを定め、また、
「常滑市設計変更事務取扱要領」では設計変更及
びこれに伴う契約変更の取扱いについて必要な事
項（変更理由、変更の範囲、手続き及び様式）を定
めている。

　「常滑市設計変更ガイドライン」は、設計変更が可
能なケース・不可能なケース、手続きの流れ等をま
とめ、これを請負者・発注者の共通の目安とするこ
とにより、設計変更が適切に実施されることを目的
とし、策定したものである。
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　建設工事では、個別に設計された極めて多岐にわたる目
的物を、多種多様な現地の自然条件・環境条件の下で生産
されるという特殊性を有している。

（１）建設工事の特徴

　当初積算時に予見できない事態、例えば土質・湧水等の変
化に備え、その前提条件を明示して設計変更の円滑化を工
夫する必要がある。

　工事に必要な関係機関との調整、住民合意、用地確保、法
廷手続きなどの進捗状況を踏まえ、現場の実態に即した施
工条件（自然条件を含む。）の明示等により、適切に設計図
書を作成し、積算内容との整合を図るよう努める。

（２）発注者・請負者の留意事項

　工事の着手にあたって設計図書を照査し、着手時点にお
ける疑義を明らかにするとともに、施工中に疑義が生じた場
合についても、条件変更の確認請求手続きを行うことが重要
である。

発注者

請負者



　改正品確法の基本理念に「請負契約の当事者が対等の立
場における合意に基づいて公正な契約を適正な額の請負契
約代金で締結」が示されているとともに、「設計図書に適切に
施工条件を明示するとともに、必要があると認められたとき
は適切に設計図書の変更及びこれに伴い必要となる請負代
金又は工期の変更を行うこと」が規定されている。

　また、変更見込金額が請負代金額の３０％を超える場合に
おいても、一体施工の必要性から分離発注できないものに
ついては、適切に設計図書の変更及びこれに伴い必要とな
る請負代金又は工期の変更を行うこととする。この場合にお
いて、特に、指示等で実施が決定し、施工が進められている
にも関わらず、変更見込金額が請負代金額の３０％を超えた
ことのみをもって設計変更に応じない、もしくは、設計変更に
伴って必要と認められる請負代金の額や工期の変更を行わ
ないことはあってはならない。

（３）適切な設計変更の必要性

（４）ガイドライン策定の目的

　設計変更に係る業務の円滑化を図るためには、発注者と
請負者がともに、設計変更が可能なケース・不可能なケース、
手続きの流れ等について十分理解しておく必要がある。



◆発注者は常滑市建設工事請負契約約款（以下「契約約
款」という。）第１９条第２項に基づく調査を行った場合、第３
項によりその結果を取りまとめ調査の終了後１４日以内に請
負者に通知する。

◆発注者は関係部局との調整後、速やかに書面による指
示・協議等を行う。

◆当初設計の考え方や設計条件を再確認して、設計変更の
「協議」にあたる。

◆当該事業（工事）における設計変更の必要性を明確にす
る。（規格の妥当性、変更対応の妥当性を明確にする。）

◆変更見込金額が請負代金額の３０％を超える工事は、現
に施工中の工事と分離して施工することが著しく困難なもの
を除き、原則として、別途の契約とするものとする。

◆設計変更に伴う契約変更の手続きは、常滑市設計変更事
務取扱要領（以下「要領」という。）第６条によるものとする。

◆一つの工事現場において、複数の契約に基づく工事が実
施される場合には、一工事の設計変更を行う際には、関連
するその他の工事の設計変更についても検討する。

発注者の留意事項

請負者の留意事項

◆請負者は契約約款第１９条第１項に該当する事項等を発
見したときは、その事実が確認できる資料を書面により監督
職員に通知し確認を求める。

◆請負者は、設計図書等に疑義が生じた際には監督職員と
の協議を行う。発注者は、協議内容によっては各種検討・関
係機関調整が必要となるなど、請負者の意見を聴いたうえで
回答までの期間をやむを得ず延長せざるを得ない場合もあ
る。その為、請負者はその協議すべき事実が判明次第出来
るだけ早い段階で協議を行うことが重要である。

◆請負者は指示書・協議書等の書面による回答を得てから
施工する。ただし、要領第５条第１項各号による場合はこの
限りではない。



＜発注者＞ ＜受注者＞

【契約条件等の確認】
●常滑市建設工事請負契約約款第19条第１項
●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第３項

受理
工事打合簿により確認

【請求内容の確認及び調査】
●常滑市建設工事請負契約約款第19条第２項
●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第３項

【確認及び調査結果の通知】
●常滑市建設工事請負契約約款第19条第３項
●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第３項

受理
【設計図書の訂正必要】
①常滑市建設工事請負契約約款第19条第４項第１号
【設計図書の変更：工事目的物の変更伴う】
②常滑市建設工事請負契約約款第19条第４項第２号
【設計図書の変更：工事目的物の変更伴わない】
③常滑市建設工事請負契約約款第19条第４項第３号　　　　　　　　　　　　　

＜条件変更確認請求通知書・条件変更確認通知書＞

【設計図書の変更内容及び変更概算金額の通知】
●常滑市建設工事請負契約約款第19条第５項
●常滑市建設工事請負契約約款第20条
●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第２項

【契約条件等を著しく変更することとならない軽微な変更の場合】

【要領第５条第１項各号による場合】

現場着手指示 現場着手
口頭等による

数量等の報告
変更内容確認

受理

設計変更通知書により
　　変更内容の通知

【協議：工期の変更,請負代金額の変更】
●常滑市建設工事請負契約約款第24条
●常滑市建設工事請負契約約款第25条

工事打合簿等により
　　変更概算金額の通知

【設計図書の変更内容及び変更概算金額の通知】
●常滑市建設工事請負契約約款第19条第５項
●常滑市建設工事請負契約約款第20条
●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第２項

工事打合簿等により
　　変更概算金額の通知

設計変更通知書により
　　変更内容の通知

受理

現場着手

＜設計変更通知書＞

【上記以外の場合】

【設計図書の変更内容及び変更概算金額の通知】
●常滑市建設工事請負契約約款第19条第５項
●常滑市建設工事請負契約約款第20条
●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第２項

設計変更通知書により
　　変更内容の通知

工事打合簿等により
　　変更概算金額の通知

受理

現場着手

第19条第１項に該
当する事実発見
（請負者発議）

≪設計図書の変更不要≫

≪発注者発議の変更はここから≫

第19条第１項に該当する事実発見（発注者発議）

第19条第１項に該当する事実発見（請負者発議）第19条第１項に該当する事実発見（発注者発議）

①設計書、図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと。
②設計図書に誤謬又は脱漏があること。
③設計図書の表示が明確でないこと。

④工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な施工条件と実施の工事現場が一致しな
いこと。
⑤設計図書に明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生じたこと。                      【第19条第１項】

立会　　　　　　　　　　　　

意見　　　　　　　　　　　　

①,②
調査の終了後14日以内　　　　　　　　　　　　　　

協議　　　　　　　　　　　　
③

変更設計図書の作成

【履行期限の末までに契約締結】●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第２項

【協議：工期の変更,請負代金額の変更】
●常滑市建設工事請負契約約款第24条
●常滑市建設工事請負契約約款第25条

【履行期限の末までに契約締結】●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第２項

【協議：工期の変更,請負代金額の変更】
●常滑市建設工事請負契約約款第24条
●常滑市建設工事請負契約約款第25条

【契約締結】●常滑市設計変更事務取扱要領第５条第２項

工事打合簿により通知

変更設計図書の作成

変更設計図書の作成



【基本事項】
下記のような場合は、原則として設計変更ができない。

（ただし契約約款第２７条（臨機の措置）での対応の場合はこの
限りではない）

１．契約図書に条件明示のない事項において、発注者に条件変
更の確認請求を行わず請負者が独自に判断して施工を実施し
た場合。
対応例）請負者は契約約款第１９条第１項に該当する事項等を発見したときは、そ
の事実が確認できる資料を工事打合簿により監督員に提出し確認を求める。

２．発注者に条件変更の内容の工事打合簿を提出しているが、
工事打合簿による回答がない時点で施工を実施した場合。
対応例）条件変更の確認による回答は、発注者が契約約款第１９条第３項により調
査の終了後１４日以内にすることとなっており速やかな回答は発注者の責務である。
しかしながら、条件変更の確認内容によっては各種検討・関係機関調整が必要な
ど、やむを得ず請負者の意見を聴いたうえで回答までの期間を延長する場合もあ
る。その為、請負者はその事実が判明次第、できるだけ早い段階で協議を行うこと
が重要である。

３．「承諾」で施工した場合。
対応例）承諾とは請負者が自らの都合による施工方法等について監督員に同意を
得るものである。設計図書と工事現場の不一致・条件明示のない事項等の場合は
契約約款第１９条による条件変更の確認請求をすることが重要であり、安易な承諾
による施工は避けるべきである。

４．契約約款・各種仕様書・要領第５条（設計変更の手続）の手
続きを経ていない場合。
（契約約款第１９条～第２５条,土木工事標準仕様書１－１－１５～１－１－１７,公共
建築工事標準仕様書１．１．８～１．１．１０）

対応例）発注者及び請負者は協議指示・一時中止・工期延期・請負代金の変更な
ど所定の手続きを行う。

５．正式な（指示・協議等）書面によらない事項（口頭のみの支
持・協議等）の場合。（要領第５条第１項各号による場合を除く）
対応例）発注者は速やかに書面による指示・協議等を関係部局の調整後に行う。
請負者は書面による指示・協議等の回答を得るまでは施工しない。



【基本事項】
◆下記のような場合においては設計変更が可能である。

　１．仮設（任意仮設を含む）において、条件明示の有無に係わ
らず当初発注時点で予期しえなかった土質条件や湧水等が現
地で確認された場合。（ただし、所定の手続きが必要。）

　２．当初発注時点で想定している工事着手時期に、請負者の
責によらず、工事着手できない場合。

　３．所定の手続き（設計変更の手続き）を行い、発注者の「設計
変更内容の通知」によるもの。

（「通知」の結果として、軽微なものは金額の変更を行わない場
合もある。）

　４．請負者が行うべき「設計図書の照査」の範囲を超える作業
を実施する場合。

　５．請負者の責によらない工期の延期・短縮を行う場合で協議
により必要があると認めるとき。
【留意事項】

◆設計変更にあたっては下記の事項に留意し請負者へ通知す
る。

　１．当初設計の考え方や設計条件を再確認し、工事打合簿に
より通知する。

　２．当該事業（工事）での変更の必要性を明確にし、設計変更
は契約約款第１９条５項・第２０条に基づき設計変更通知書によ
り通知する。（規格の妥当性、変更対応の妥当性（別途発注すべ
きか）を明確にする。）

　３．設計変更に伴う契約変更の手続きは、その必要が生じた都
度、遅滞なく行うものとする。ただし、要領第５条第１項各号のい
ずれかの条件を満たす変更、又は契約条件等を著しく変更する
こととならない軽微な変更については、履行期限の末までに行う
ことができるものとする。

　４．設計変更を行う場合は、設計変更通知書（様式１号）ととも
に、別途工事打合簿にて以下の通り概算金額を通知する。
①概算金額は、請負者の見積書を参考とすることができる。

②概算金額通知には『概算金額は「参考値」であり、契約変更額
を拘束するものではない』と記載する。



◆設計変更を行う場合の概算金額通知の例

発注者が作成し通知する

『概算金額は「参考値」であり、契約変更
額を拘束するものではない』を記載する

請負者の見積書を参考とできる



◆条件変更を行う場合の通知の例

建設工事に係る測量、調査、設計等業務委託
にあっては、様式中「工事」を「委託業務」と「常
滑市建設工事請負契約約款第１９条第１項」を
「常滑市公共土木設計業務等委託契約約款第

１８条第１項」と読み替えるものとする。別紙で通知事項
を添付する。

請負者からデータを送付さ
れるので、そのデータをもと

に発注者が作成する。

請負者から打合簿に
添付され、提出される。

別紙



【要領による変更理由】

◆契約約款又は特に定めた契約条件に規定する事項に該当し、
以下の理由により元設計を変更する必要が生じた場合に行う。
　（１）発注後に発生した外的条件によるもの
　　　ア　自然現象、その他不可抗力による場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号又は第５号】
　　　＜例＞〇月〇日の大雨により、現地盤の変状が確認されたため、現地に適合するよう変更
　　　　　　する。　　

　　　イ　他事業及び施工条件等に関連する場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号又は第５号】
　　　＜例＞発生土の搬出先について■■市〇〇地内の河川工事を予定していたが、工程調　　　
　　　　　　整の結果、●●市△△地内の区画整理工事へ変更する。

　　　ウ　地元調整の処理による場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号又は第５号】
　　　＜例＞地元要望により排水計画に変更が生じたことから、それに合わせ当該道路の流末　　　　　　　
　　　　　　箇所を変更する。

　　　エ　安全対策に基づく場合（交通誘導員、仮設工等）
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号又は第５号】
　　　＜例＞工事にあたり、警察協議を行ったところ、交通誘導員の配置計画について意見を　　　　　　
　　　　　　付されたことから、配置人数を変更する。
　　　＜例＞工事にあたり、警察協議を行ったところ、現道切り回し作業を夜間とするよう意見を　　　　
　　　　　　付されたことから夜間作業を追加する。



　（２）発注時において確認困難な要因に基づくもの
　　　ア　推定岩盤線の確認に基づく場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号】
　　　＜例＞護岸の施工にあたり河床を掘削したところ、岩盤線が当初想定していた高さよりも　　　　　　　　　
　　　　　　低い位置にあったため、護岸が岩着するよう施工範囲を変更する。　　　

　　　イ　地盤支持力の確認に基づく場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号】
　　　＜例＞当初想定していた支持地盤が試験杭の施工やボーリング調査結果から強度不足
　　　　　　が判明したので、基礎工の構造を変更する。

　　　ウ　土質・地質の確認に基づく場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号】
　　　＜例＞土質条件が現場と設計で一致せず、薬液注入率を変更する。

　　　エ　地下埋設物の撤去等に基づく場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号】
　　　＜例＞埋設管が工事の支障となるため、既設管を一部撤去し、埋設管の切り回し工事を
　　　　　　追加変更する。

　　　オ　建設リサイクル法等に基づく場合（数量、処理方法、処　
　　　　理場等の変更）【契約約款第１９条第１項第４号】
　　　＜例＞発生したＡｓ殻にクラック抑制シート等の不要物が混入していたため、処理費用を
　　　　　　変更する。

　　　カ　施工条件の明示項目の変更に基づく場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号】
　　　　＜例＞当初設計では、掘削にあたり水替えポンプを想定していたが、予想以上に湧水　　　
　　　　　　　が多いため、ウェルポイント工法を追加変更する。

　　　キ　測量・地質調査時等に判明が不可能な場合
　　　　　【契約約款第１９条第１項第４号】
　　　　＜例＞測量時と現地の状況が改変されており、擁壁高さを変更する。　　　

　　　ク　設計図書の不一致、誤謬、脱漏、不明確な表示、設計　
　　　　図書の施工条件と工事現場の不一致及びその他確認困
　　　　難な要因による場合
　　　　【契約約款第１９条第１項第１号から第５号】

（３）事業の進捗を図るもの【契約約款第２０条】
　　　　＜例＞設計額と契約額の差額（いわゆる執行残）、又はやむを得ない理由により執行困難
　　　　　　　となった用地買収費、補償費等の経費を年度末近くにおいて別途に発注すべきいとま
　　　　　　　がない場合において、当該予算が計上された主旨に沿って既発注工事の事業的効果
　　　　　　　或は投資効果を促進するため、増工する場合等。



　【設計変更による契約変更の範囲】-要領より-

　◆設計変更により契約変更のできる範囲は、以下のいずれか
に該当する場合とする。
　（１）設計変更による増加額が当初契約金額の３０パーセント以　
　　内の場合。
　　　 なお、「３０パーセント」という範囲は、契約変更が２回、３回
    と重なることがあっても、当初契約金額に対する各回毎の累
    計概算増減額がこの範囲を超えてはならない。
　（２）設計変更による増加額が当初契約金額の３０パーセントを
　　超えるものであって、現に施工中の建設工事と分離すること
　　が著しく困難な場合。
　（３）設計変更により現契約金額を減額する場合。

　
　【設計変更の手続き】-要領より-

　◆設計変更はその必要が生じた都度、市長が当該変更の内
容を掌握し、予算の範囲内で処理できることを確認したうえで行
わなければならない。ただし、次に掲げる各号のいずれかの条
件を満たす変更は、当該変更に係る工事施工後に行うことがで
きるものとする。
　（１）着手前に数量が定まらないもの。
　（２）防災及び安全管理のため、緊急対応が必要なもの。
　（３）受注者の責によらない事由で、設計変更を待つことができ
　　ないもの（第三者への影響があるもの。）。

　◆市長は、当該変更の内容を設計変更通知書（様式１号）に整
理し、受注者に対し設計変更内容を通知し、併せて変更概算金
額を工事打合簿等により通知しなければならない。ただし、前項
各号のいずれかの条件を満たす変更は、当該変更に係る工事
施工後に通知できるものとする。

　◆事前に契約約款第１９条に基づき請負者から条件変更につ
いて工事打合簿の提出があった場合は、調査を行ったうえ調査
結果を受注者へ工事打合簿により回答するものとする。



　【契約変更の手続き】-要領より-

　◆設計変更に伴う契約変更の手続きは、その必要が生じた場
合に遅滞なく行うものとする。ただし、前条第１項各号のいずれ
かの条件を満たす変更、又は契約条件等を著しく変更することと
ならない軽微な変更については、履行期限の末までに行うことが
できるものとする。 
　◆設計変更理由には、第３条に規定する「設計変更のできる理
由」に該当する項目を明記（該当する事項が２以上となる場合も
同様とする。）し、併せてその理由を具体的に記述しなければな
らない。 
 



（１）設計書、図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対す
る質問回答書が一致しない場合の手続き（これらの優先順位
が定められている場合を除く）

●契約約款第１９条第１項の１＜設計変更可能なケース＞

図面、仕様書、特記仕様書等設計図書の構成文書の優先順位について規
程がなく、図面と仕様書が一致していない場合には、請負者が勝手に判断
して、施工を続けることは不適当であるため、設計書、図面、仕様書等に対
する質問回答書が誤っていると思われる点を発注者に確認すべきである。

請　負　者

「契約約款第１９条（条件変更等）
第１項の１」に基づき、条件明示
が一致しない旨を直ちに発注者
に通知

発注者は第４項、第５項に基づき、
必要に応じて設計図書の訂正・変
更（当初積算の考え方に基づく条
件明示）

発　注　者

請負者及び発注者は第２４条、第２５条に基づき、「協議」により工期及び請
負代金額を定める

例）ア.設計図書の平面図と詳細図でＨ鋼の規格、舗装構成等の記載が一致しな い場合
     イ.図面と仕様書で管材料の口径、構造物の延長等の記載が一致しない場合

（２）設計図書に誤謬又は脱漏がある場合の手続き

●契約約款第１９条第１項の２＜設計変更可能なケース＞

請負者は、信義則上、設計図書が誤っていると思われる点を発注者に確認
すべきであり、発注者は、それが本当に誤っている場合には設計図書を訂
正する必要がある。また、設計図書に脱漏がある場合には、請負者としては、
自分で勝手に補って施工を続けるのではなく、発注者に確認して、脱漏部分
を訂正してもらうべきである。

「契約約款第１９条（条件変更等）
第１項の２」に基づき、その旨を
直ちに発注者に通知

請　負　者

発注者は第４項、第５項に基づき、
必要に応じて設計図書の訂正・変
更（当初積算の考え方に基づく条
件明示）

発　注　者

請負者及び発注者は第２４条、第２５条に基づき、「協議」により工期及び請
負代金額を定める

例）ア.条件明示する必要がある場合にも係わらず、土質に関する一切の条件明示がない場合　
     イ.条件明示する必要がある場合にも係わらず、地下水位に関する一切の条件明示がない場合
     ウ.条件明示する必要がある場合にも係わらず、交通誘導警備員についての条件明示がない場合
     エ.工事施工上必要な材料名について、図面ごとに一致しない場合
     オ.建築、電気設備及び機械設備の各分野の設計内容が互いに整合していない場合



（３）設計図書の表示が明確でない場合の手続き

●契約約款第１９条第１項の３＜設計変更可能なケース＞

設計図書の表示が明確でないことは、表示が不十分、不正確、不明確で実
際の工事施工にあたってどのように施工してよいか判断がつかない場合な
どのことである。この場合においても、請負者が勝手に判断して、施工する
ことは不適当である。

請　負　者

「契約約款第１９条（条件変更等）
第１項の３」に基づき、条件明示
が不明確な旨を直ちに発注者に
通知

発注者は第４項、第５項に基づき、
必要に応じて設計図書の訂正・変
更（当初積算の考え方に基づく条
件明示）

発　注　者

請負者及び発注者は第２４条、第２５条に基づき、「協議」により工期及び請
負代金額を定める

例）ア.土質柱状図は明示されているが、地下水位が不明確な場合
     イ.水替工実施の記載はあるが、作業時もしくは常時排水などの運転条件等の明示がない場合

（４）設計図書に指示された自然的又は人為的な施工条件と実
際の工事現場が一致しない場合の手続き

●契約約款第１９条第１項の４＜設計変更可能なケース＞

自然的条件とは、例えば、掘削する地山の高さ、埋め立てるべき水面の深さ
等の地表面の凹凸等の形状、地質、湧水の有無又は量、地下水の水位、立
木等の除去すべき物の有無。また、人為的な施工条件の例としては、地下
埋設物、地下工作物、残土処理場、工事用道路、通行道路、工事に関係す
る法令等が挙げられる。

「契約約款第１９条（条件変更等）
第１項の４」に基づき、設計図書
の条件明示（当初積算の考え）と
現地条件とが一致しないことを直
ちに発注者に通知

請　負　者

調査の結果、その事実が確認され
た場合、発注者は第４項・第５項
に基づき、必要に応じて設計図書
の訂正・変更

発　注　者

請負者及び発注者は第２４条、第２５条に基づき、「協議」により工期及び請
負代金額を定める

例）ア.設計図書に明示された土質が現地条件と一致しない場合
     イ.設計図書に明示された地下水位が現地条件と一致しない場合
     ウ.設計図書に明示された交通誘導警備員の人数等が現地の規制と一致しない場合
     エ.設計図書に明示されていないアスベスト含有建材を発見し、調査及び撤去が必要となった場合
     オ.（１）,（２）,（３）の手続きにより行った設計図書の訂正・変更で、現地条件と一致しない場合
     カ.その他、新たな制約等が発生した場合



（５）設計図書に明示されていない施工条件について予期する
ことができない特別な状態が生じた場合の手続き

●契約約款第１９条第１項の５＜設計変更可能なケース＞

当初は、予期することができなかったために設計図書に施工条件として定め
られておらず、事後的に生じた特別な状態が施工条件となる場合について
も、契約締結や工事施工の前提を大きく変えるものであり当初の設計図書
どおりに施工することは不適当である。また、すでに存在しており予期するこ
とができたのに設計図書に施工条件として定められていなかったものについ
ては、設計図書に脱漏がある場合として第１項１の適用を受けることととなる。

請　負　者

「契約約款第１９条（条件変更等）
第１項の５」に基づき、発注時に確
認困難な要因による事象が現地
条件と一致しないことを直ちに発
注者に通知

発　注　者

請負者及び発注者は第２４条、第２５条に基づき、「協議」により工期及び請
負代金額を定める

（６）工事中止の場合の手続き

●契約約款第２１条＜設計変更可能なケース＞

請負者の責に帰することができないものにより工事目的物等に損害を生じ
若しくは工事現場の状態が変動したため、請負者が工事を施工できないと
認められる場合の手続き。

地元調整や予期しない現場条件等のため、請負者が工事を施工することができない

請　負　者

「契約約款第２１条（工事の中止）第１項」に
より、発注者は工事の全部又は一部の施
工を原則として一時中止しなければならな
い

発　注　者

例）ア.工事区域内に想定外の軟弱地盤層が存在し、地盤改良が必要となった場合
     イ.施工中に地下埋設物を発見し、撤去が必要となった場合
     ウ.工事区域内において埋蔵文化財が発見され、調査が必要となった場合
     エ.工事区域内において住民運動、テロリスト等による実力行使を伴う事業の妨害により、
　　　　品質・出来形の確保及び工程遅延に影響がある場合

調査の結果、その事実が確認され
た場合、発注者は第４項・第５項に
基づき、必要に応じて設計図書の
訂正・変更

発注者より、一時中止の指示（契約上
一時中止をかけることは発注者の義務）

発注者は、現場管理上、最低限必要な施
設・人数等を吟味し、基本計画書を承諾

承諾した基本計画書に基づき、施工監
督及び設計変更を実施

基本計画書に基づいた施工の実施

請負者は、基本計画書を作成し、発注
者の承諾を得る

不承諾の場合は、基本計画書を修正し、
再度承諾を得る



（７）「設計図書の照査」の範囲をこえるもの

＜設計変更可能なケース＞
①現地測量の結果、横断図を新たに作成する必要があるもの。又は縦断計画の見直
しを伴う横断図の再作成が必要なもの。

②施工の段階で判明した推定岩盤線の変更に伴う横断図の再作成が必要となるもの。
ただし、当初横断図の推定岩盤線の変更は「設計図書の照査」に含まれる。
③現地測量の結果、排水路計画を新たに作成する必要があるもの。
④構造物の位置や計画高さ、延長が変更となり構造計算の再計算が必要となるもの。
⑤構造物への外力条件が変更となり構造計算の再計算が必要となるもの。

⑥現地測量の結果、構造物のタイプが変更となるもの。（標準設計で修正可能なもので
あっても照査の範囲をこえるものとして扱う）。

⑦構造物の構造計算書の計算結果が設計図と違う場合の構造計算の再計算及び図
面作成が必要となるもの。
⑧基礎杭が試験杭等により変更となる場合の構造計算及び図面作成。

⑨土留め等の構造計算において現地条件や施工条件が異なる場合の構造計算及び
図面作成。
⑩「手引き」「各種示方書」等との対比設計。
⑪構造物の応力計算書の計算入力条件の確認や構造物の応力計算を伴う照査。
⑫設計根拠まで遡る見直し、必要とする工事の算出。

（注）なお、適正な設計図書に基づく数量の算出及び完成図については、請負者の費
用負担によるものとする。

（８）請負者からの請求による工期の延長

●契約約款第２２条＜設計変更可能なケース＞

請負者は、天候の不良、関連工事の調整協力、その他請負者の責めに帰
すことができない事由により工期内に工事を完成することができない場合は、
発注者へその理由を明示した書面により工期延長変更を請求することがで
きる。

請　負　者 発　注　者

「契約約款第２２条（請負者の請
求による工期の延長）第１項」に
基づき、その理由を明示した書
面により発注者に通知

発注者は第２項に基づき、必要があ
ると認められるときは、工期を延長し
なければならない。請負代金につい
ても必要と認められるときは変更を
行う。

請負者及び発注者は第２４条、第２５条に基づき、「協議」により工期及び請
負代金額を定める

例）ア.天候不良の日が例年に比べ多いと判断でき、工期の延長が生じた場合
     イ.設計図書に明示された関連工事との調整に変更があり、工期の延長が生じた場合
     ウ.その他請負者の責めに帰することができない事由により工期の延長が生じた場合
     



（９）発注者の請求による工期の短縮

●契約約款第２３条＜設計変更可能なケース＞

発注者は、特別な理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短
縮変更を請負者に書面にて請求することができる。

請　負　者 発　注　者

請負者は発注者からの請求に基
づき、工期短縮を図るための施
工計画を発注者に提出し、承諾
を得る。

発注者は、「契約約款第２３条（発注
者の請求による工期の短縮等）第１
項」に基づき、特別な理由により工期
を短縮する必要があるときは、工期
の短縮変更を書面により請負者に請
求

請負者及び発注者は第２４条、第２５条に基づき、「協議」により工期及び請
負代金額を定める

例）ア.関連工事等の影響により、工期短縮が必要な場合
     イ.その他の事由（地元調整、関係機関調整など）により工期の短縮が必要な場合
    
     



設計変更に関わる資料の作成についての具体的対応方法

（１）設計照査に必要な資料作成

　請負者は、当初設計等に対して「契約約款第１９条第１項」に該当する事
実が発見された場合、発注者にその事実が確認できる資料を書面により
提出し、確認を求めなければならない。なお、これらの資料作成に必要な
費用については契約変更の対象としない。

●契約約款第１９条第１項
請　負　者 発　注　者

第１９条第１項に該当する事実を
発見

資料を確認。

この資料の作成費用は設計変更の
対象としない。

現地と設計内容について、確認
できる資料を工事打合簿に添付
し提出。

（２）設計変更に必要な資料作成

　「契約約款第１９条第１項」に基づき設計変更するために必要な資料の作
成については、「契約約款第１９条第４項」に基づき発注者が行うものであ
るが、やむを得ず請負者に行わせる場合は、以下の手続きによるものとす
る。
①設計照査に基づき設計変更が必要な内容については、発注者・請負者間で確認する。
②設計変更するために必要な資料の作成について書面により通知後、発注者が具体的な指示を行うものとする。
③発注者は、書面による指示に基づき請負者が設計変更に関わり作成した資料を確認する。
④書面による指示に基づいた設計変更に関わる資料の作成業務については、契約変更の対象とする。
⑤増加費用の算定は『調査・設計業務委託積算基準及び歩掛表』［第７章単価契約図面作成業務委託］による。

資料を確認。
この資料の作成費用は設計変更の対象。

設計変更に関わる資料を作成→提出

設計変更が必要な内容について、発注者・請負者間で確認
必要な資料の作成について発注者が請負者に具体的な作業を指示

請　負　者 発　注　者

●契約約款第１９条第４項　　　　＜設計図書の訂正又は変更は発注者＞

～設計変更するために必要な資料の作成を依頼するときは～

＊それ以外にも、一般住民の生活に甚大な影響を及ぼす恐れがあるなど、緊急な対応が必要な場合などで、やむを得ず請負者に再設計を含めて
修正設計等を含む図面作成等を依頼するものは、調査設計業務委託積算基準や見積を用いて適切に費用計上すること。

１）発注者の発議により、設計図書の修正とりまとめ作業を請負者が実施することについて、事前に協議が整っていること
２）設計図書の訂正又は変更内容は、当初の構造形式が変更とならない等設計思想が変わらないこと
　例１）土中用防護柵を地下に支障があるため、独立基礎とし構造物用防護柵とする→ＯＫ
　例２）管渠の土被りが変更となり、基礎形式を変更する→ＯＫ
　例３）直接基礎の擁壁を地盤が悪くて直接基礎では不可の場合→ＮＧ
　　　　※杭基礎、置き換え等の複数の工法が存在し、更に擁壁構造を軽量盛土や補強土壁に変更することも考えられるため
　例４）地形の不一致により構造の寸法や取付位置等を変更する場合
　　　　構造のタイプが変わらない場合→ＯＫ　寸法変更が大きく構造タイプの変更が複数考えられる場合→ＮＧ
３）出来形管理の取りまとめ時期等から想定して請負者以外では取りまとめが困難な場合

やむを得ず請負者に依頼する場合とは、以下の条件を全て満たす場合に適用可能とする。



◆指定・任意の正しい運用
仮設・施工方法等の指定・任意については、契約約款第１条第３項に定め
られているとおり、適切に扱う必要がある。

１．任意の仮設・施工方法等については、その仮設、施工方法の一切の手
段の選択は請負者の責任で行う。

２．任意の仮設・施工方法等については、その仮設・施工方法に変更が
あっても原則として設計変更の対象とならない。

ただし、指定・任意ともに設計図書に示された施工条件と実際の現場条件
が一致しない場合は設計変更の対象となる。

仮設、施工方法等には、指定と
任意があり、発注においては、指
定と任意の部分を明確にする必
要がある。

任意については、請負者が自らの責任で
行うもので、仮設、施工方法等の選択は、
請負者に委ねられている。（変更の対象と
しない）

発注者（監督員）は任意の趣旨を踏まえ、適切な対応が必要。
※任意における下記のような対応は不適切

　・○○工法で積算しているので、「○○工法以外での施工は不可」との対応。

　・標準歩掛ではバックホウで施工となっているので、「クラムシェルでの施工は不可」との対応。

　・新技術の活用について請負者から申し出があった場合に、「積算上の工法で施工」するよう対応。

ただし、任意であっても、設計図書に示された施工条件と実際の現場条件
が一致しない場合は変更できる。

◆発注者の指定事項以外は請負者の裁量の範囲
　■自主施工の原則

　　契約約款第１条第３項により、設計図書に指定されていなければ、工事実施の手段、仮設
物等は請負者の裁量の範囲

契約約款第１条第３項

　仮設、施工方法その他工事目的物を完成させるために必要な一切の手段（以下「施工方法
等」という。）については、この約款及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、請負者が
その責任において定める。

【指定と任意の考え方】
指　定 任　意

設計図書 施工方法等について具体的に指定する 施工方法等について具体的に指定しない

施工方法等の変更 発注者の指示又は承諾が必要 請負者の任意（施工計画書等の修正、提出は必要）

施工方法の変更がある場合の設計変更 設計変更の対象とする 設計変更の対象としない

条件明示の変更に対応した設計変更 設計変更の対象とする 設計変更の対象とする

その他 ＜指定仮設とすべき事項＞
・河川堤防と同等の機能を有する仮締切のある場合
・仮設構造物を一般構造物に供する場合
・関係官公署との協議により制約条件のある場合
・特許工法又は特殊工法を採用する場合
・その他、第三者に特に配慮する必要がある場合
・他工事等に使用するため、工事完成後も存置される必要のある場合



◆入札・契約時の契約図書等の疑義の解決
・契約図書等に係る疑義については、下記により、入札前の段階、設計図
書の照査の段階で解決しておくことが、スムーズな設計変更に繋がること
になる。

【入札前】

・入札参加者は、市から指示された設計書、図面及び仕様書（以下「設計
図書」という。）その他契約締結に必要な条件を検討のうえ、入札しなけれ
ばならない。（常滑市建設工事関係入札者心得書　第９条第１項）

・入札関係図書等に対する質問については、指名通知書又は公告文に掲
載された指示に従わなければならない。

【契約後】

・請負者は、工事着手前及び工事途中において、自らの負担により契約約
款第１９条第１項第１号から第５号に係る設計図書の照査を行い、該当す
る事実がある場合は、監督員を通じて発注者にその事実が確認できる資
料を添付した「工事打合簿」を提出し、確認を求めなければならない。なお、
確認できる資料とは、現地地形図、設計図との対比図、取合い図、施工図
等を含むものとする。また、請負者は、監督員から更に詳細な説明または
書面の追加の要求があった場合は従わなければならない。



4

4

5

関連する工事名及び発注者 橋梁上部工工事、愛知県○○建設事務所

関連する工事内容 上部工架設工事

調整結果内容 工事搬入路の確保

施工に係る条件 Ⅰ-①-７　部分使用参照

管理者名 ○○市　治水課　05**-**-****

協議結果内容 水路の付け替え

施工に係る条件
工事着手前に境界立会

引き渡し構造物完成後に現地立会

協議成立見込時期

（未了の場合）
－

占用支障物件名 光ケーブル（NTT）

協議結果内容 H30.11移設完了予定

施工に係る条件
監督員とNTT立会後試掘すること

添図面のとおり

協議成立見込時期

（未了の場合）
－

占用支障物件名 水道（常滑市水道課）

協議結果内容 移設申請済み

施工に係る条件 未定

協議成立見込時期

（未了の場合）
H30.12協議完了予定

協議機関名 名鉄

協議結果の内容 別紙「跨線橋覚書・協定書（抜粋）」のとおり

施工に係る条件
近接施工の制限有り

基礎杭：鉄道運行時間外施工

協議成立見込時期

（未了の場合）
－

協議機関名 公安委員会

協議結果の内容 交差点協議及び工事搬入路の交通誘導

施工に係る条件 Ⅳ-①-３　交通誘導員等の配置参照

協議成立見込時期

（未了の場合）
－

調整結果の内容 別紙「地元調整事項」のとおり

施工に係る条件

Ⅰ-①-９　振動測定参照

工事搬入路の指定

夜間施工の限定（基礎杭工）

手続き先機関 常滑市　農業委員会

協議結果の内容

工事用仮設道路の借地に関する

農地転用手続き

愛知県申請：手続き免除

施工に係る条件 特になし

協議成立見込時期

（未了の場合）
－

場所及び範囲 別紙「借地平面図」のとおり（工事用仮設道路）

時期及び期間 工事期間中

使用条件 ブルーシートで田面の養生が必要

復旧方法 原形復旧

工事に必要な土地の借地料 別途常滑市で契約

場所及び範囲

時期及び期間

使用条件

復旧方法

事前・事後調査の区分 事前調査のみ

調査時期 工事施工前

調査方法 用地調査及び物件調査委託関係仕様書による

調査範囲 別紙「事業損失防止調査一覧表」のとおり

調査項目 用地調査及び物件調査委託関係仕様書による

対象範囲

処理方法

○ 1 関連工事

○ 2
公共補償工事等
他管理者協議

○ 2 地元調整

○ 3 法令等手続き

○ 1 借地

2 工事用地の復旧

○ 3
事業損失防止

調査

4 立木伐採

Ⅱ 工程

関係

① 関連

工事

○ 3
占用支障物件

協議

② 関係

機関

協議

○ 1 交差協議等

Ⅲ 用地

関係

① 用地

関係

複数件記載が必要な場合は、記入欄

を適宜挿入すること

複数件記載が必要な場合は、記入欄

を適宜挿入すること

　施工条件は、契約条件となるものであることから、設計図書の中で明示
するものとする。また、明示された条件に変更が生じた場合は、契約約款
の関連する条項に基づき、適切に対応するものとする。

（仕様書の添付省略）

第１条

（公表歩掛の参考明示）

第２条

（施工条件の明示）

第３条

適用

項目

参考

明示

○ 9 振動測定

3

1 品質管理

2

特　記　仕　様　書

　常滑市建設工事請負契約約款第1条第1項に規定する仕様書のうち、工事標準仕様書の添付を省略する。

　上記工事標準仕様書で「愛知県」は「常滑市」と読みかえるものとする。

　なお、土木工事標準仕様書は、愛知県建設部建設企画課Ｈ．Ｐ．にて、最新のものを確認すること。

　（建設企画課ホームページアドレス：　http://www.pref.aichi.jp/kensetsu-kikaku/）

大項目 中項目 小項目 明示事項 内　　容

指定工種及び工法
鋼矢板圧入、硬質地盤クリア工法（ＮＥＴＩＳ）

※別紙に特記仕様、施工管理基準の明示有り

工法指定する理由 硬質地盤への打ち込み、及び周辺振動対策

仮設工法 ○橋脚工の土留工（別添図面のとおり）

仮設工法選定条件 土質条件は別添図面のとおり

仮設備の構造

仮設備の施工方法

仮設備の設計条件

設計の前提条件

施工区分

材料種類

施工範囲

削孔本数及び延長

注入量及び注入圧

周辺環境調査の内容

品名・規格・数量 ガードパイプ（BP-2E）　　20ｍ（1.0ｔ）

引渡場所・運搬距離 ○○建設資材置場（○○市○○地内）　L=5km

再使用の有無 再使用　有

品名・規格・数量

品質・性能

引渡場所・運搬距離

部分使用箇所 NO.△～□

部分使用時期 H22.9下旬～　部分使用

部分使用目的 橋梁上部工工事進入路として使用するため

愛知県あいくる材率先利用方針第3のAAグループ及びAグループの認定資材を優先

的に使用すること。

施工場所 品目 規格 再生原料の指定等

NO.△～□
都市型側溝

２－⑤－ク（準ＪＩＳ）
2m基本　等 ・　　　　　　・指定しない

・　　　　　　・指定しない

振動測定 別紙「振動測定仕様」のとおり

搬入経路

搬出経路

使用期間 工事期間中

使用時間帯
9:00－17:00厳守

※夜間施工の搬入は時間内に行うこと

使用中・使用後の処置内容 使用後の補修は監督員と立会し協議すること

仮設道路の構造 別紙「仮設道路図」のとおり

安全施設等の設置内容 別紙「安全施設設置図」のとおり

安全施設等の設置期間 工事期間中

工事終了後の存置・撤去
橋梁上部工工事で使用するため安全施設以外存

置

維持補修の内容 必要に応じ、砕石のかき均し、補充を行う（任意）

品質管理に関する条件

　この設計書に記載されている歩掛等は、標準的な施工方法を参考明示したものであり、設計図書に特別の定めのある場
合を除き、指定するものではない。

　下記項目のうち適用項目○印該当欄は、当該工事に関する施工条件であり、特記仕様書として明示する。
　なお、参考明示○印該当欄は、積算上の条件明示であり、指定するものではない。

○ 1 工法指定

○ 2 仮設工事

3 仮設備

○ 5 現場発生品

6
支給品

及び貸与品

○ 7 部分使用

○ 8 あいくる材使用

○ 1 一般道の使用

別紙経路図のとおり

（国道○○号－県道△△線－工事仮設道路）

○ 2 仮道路

③ 品管

関係

Ⅰ 工法

関係

① 工事

施工

関係

4 薬液注入

② 工事

用道

路

「任意（積算条件）」の場合は○を付け

る。○がなければ「指定」となる。

詳細な記載が必要な場合

は、別条項に記載する。

複数件記載が必要な場合は、記入欄

を適宜挿入すること

Ａ Ｂ

1 有

1 無

〇 4 除草工

3

2

指定の内容

指定の期間

近接する施設 名鉄常滑線

施工方法・作業時間帯等 基礎杭工　　夜間施工（0:00～5:00）

警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会第20条）第2条に規定さ

れる、公安委員会が道路における危険を防止するため必要と認める交通誘導警備業

務を行う路線に該当

上記該当路線名 市道△△線

配置人数

工事用仮設道路 8:00～17:00 ３０日 ※１

搬入路

○○交差点付近

通学路

8:00～9:00

15:00～17:00
２０日 ※１

交通誘導警備員配置図 ※１　別紙「交通誘導警備員配置図」参照

交通誘導警備員配置期間算出表 ※１　別紙「交通誘導警備員配置期間算出表」参照

Ａ…公安委員会の検定合格者　　Ｂ…資格者以外

飛散防止措置 飛石等の飛散防止を実施すること

搬入元

利用方法
数量 土質区分

片道

運搬距離
備　考

現場内利用 500㎥
第４種

建設発生土
L=4.0km

項目

「土の締固め試験」(JISA1210)

「土粒子の密度試験」(JISA1202)

「土の含水比試験」(JISA1203)

箇所・数 ２箇所　別紙「土質試験箇所図」参照

土質改良 土質改良有＿特記仕様書第○○条参照

仮置き場
※１　必要＿指定有＿借地料不要

別紙「仮置き場位置図①」参照

搬出先 数量 土質区分
片道

運搬距離
備　考

一般県道○線

△△工事（○市○地内）
1500㎥

第２種
建設発生土

L=7.0km ※１

名西ソイル（株） 1000㎥ 規格無し L=25.0km ※２

項目

※１　「CBR試験」

　　　「土の締固め試験」(JISA1210)

　　　「土粒子の密度試験」(JISA1202)

　　　「土の含水比試験」(JISA1203)

箇所・数 １箇所　別紙「土質試験箇所図」参照

土質改良 ※１　土質改良無＿搬入先対応

仮置き場
※１　指定有

別紙「発生土の搬出先位置図①」参照

搬出先詳細及び経路 ※２　別紙「発生土の搬出先位置図②」参照

建設廃棄物

の種類
数量

処理等施設

の名称

片道

運搬距離

処理方法

受入条件等

ｺﾝｸﾘｰﾄ（有筋）塊 50㎥

ｺﾝｸﾘｰﾄ（無筋）塊 20㎥

刈草 20ｔ
○○処分場

（△市□町）
L=10.0km 焼却

※　建設廃棄物の数量については、実数にて設計変更を行う。

1 交通安全施設

○ 2 近接施工

配置位置 時　間
交替

要員
期間 備考

○ 1
建設発生土

の利用 現

場

利

用

条

件

土質試験

搬

入

先

受

入

条

件

土質試験

② 建設

廃棄

物

○ 1
建設廃棄物

の処理
○

○○処理場

（△市□町）
L=5.0km

Ⅳ 安全

策関

係

① 安全

策関

係

○ 3

交通誘導警備員

等

の配置

Ⅴ 建設

副産

物

① 建設

発生

土

○ 2
建設発生土

の搬出

任意（積算条件）であるた

め、○を付ける。

適用

項目

参考

明示

○ 1
地質調査報告書
の貸与

○ 2
測量成果簿

の貸与

○ 3
用地境界杭

の確認資料提示

○ 4
測量基準点

の確認資料提示

○ 5
地下埋設物

の確認資料提示

○ 6
設計委託成果

の貸与

7

○ 1
調査・試験等に

対する協力

回数

1 〇

回数

1 〇

回数

1 〇

〇

7

大項目 中項目 小項目 明示事項 内　　容

契約後貸与する。

契約後貸与する。

契約後貸与する。

契約後貸与する。

別添「道路台帳の写し」参照

契約後貸与する。

施工合理化調査 安定処理工

法枠工及び法面整形工 法面整形後、施工数量を提示すること

既成杭工 打設後、杭長及び打ち込み長を提示すること

運搬処理工（廃棄物） 現場作業完了後、処理量を提示すること

機種 運搬基地 運搬距離 備考

路面切削機（ホイール式・廃材積込装置付、２．０ｍ） ○○市 〇〇．〇km 往復

機種 備考

トラッククレーン（油圧伸縮ジブ型200t吊） 往復

機種 備考

トラッククレーン（油圧伸縮ジブ型200t吊） 〇〇川渡河時

名称 規格 所在地 運搬距離 備考

鋼矢板 Ⅲ型 ○○市 〇〇．〇km 片道or往復

○ 2

工事施工後にしか

設計数量が定まら
ない工種

○ 3
建設機械運搬費
（〇〇工）

○ 4

重建設機械分解・

組立輸送
（〇〇工）

○ 5

重建設機械分解・

組立
（〇〇工）

○ 6 仮設材運搬費

Ⅵ 資

料
の
確

認

① 資

料
の
確

認

Ⅶ そ
の

他

① そ
の

他

１/４ ２/４

３/４

４/４

　【土木工事特記仕様書による「条件明示記載例」】



　【建築工事特記仕様書による記載例】
章

1節 一般事項
1.1.1 適用範囲 １．この特記事項以外は下記に準拠する。但し、本工事に関係しない事項は適用しない。

１）常滑市契約規則
２）工事請負契約書
３）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築工事標準仕様書（建築工事編） （平成28年版）
４） 〃 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） （平成28年版）
５） 〃 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） （平成28年版）
６） 〃 公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） （平成28年版）
７） 〃 公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） （平成28年版）
８） 〃 公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） （平成28年版）
９） 〃 建築物解体工事共通仕様書 （平成24年版）
１０）関係法令及び諸工事基準
１１）愛知県建築工事品質管理要領

２．特記事項の適用優先順位　１． ⦿ （又は○）　　２．※　　　　
　　ただし 　⦿　（又は○）と 　※　　 のある場合は共に適用する。
３．設計図書に関する疑義は原則として、入札執行前に質問書の提出によって確かめるものとする。

1.1.3 官公署その他への * 工事の着手、施工、完成に当たり、関係官公署その他の関係組織への必要な届出手続等を遅滞なく行う。
届出手続等

1.1.4 工事実績情報の登録 * 請負代金額が500万円以上の工事は、(一財)日本建設情報総合センター(JACIC)の工事実績情報システム
　(CORINS)に、工事実績情報の登録を、その内容について監督職員の確認を（JACICの様式「登録のための確認
　のお願い」に従って）受けた上、行う。（受注時、変更時、竣工時）また、登録後にJACICが発行する「登録内容確

１ 　認書」を、監督職員へ提出する。

1.1.7 別契約の関連工事
項　　　　　　　　目 　備　　　考 項　　　　　　　　目 　　　備　　　考

章 設備スリーブ箱入 ※ ※ ※ ※ 水槽・その他マンホール ※

同上用構造体補強 ※ 厨房機器接続 ※ ※

　〃　　　　防水処理 ※ 化粧棚及び鏡

天井・壁埋込器具切込補強 ※ 天井下地共 実験台設備接続

設備機器基礎・防水処理 ※ 防水処理又は配管 ワイランド用受台 ※

設備機器用アンカーボルト ※ ※ ※ ※ 機器類に伴うもの 防煙シャッター、同用煙感知器、

（外部）空気取入・換気ガラリ ※ 防火戸自閉装置及び ※

（内部）空気取入・換気ガラリ ※ 各間の配線

換気扇取付枠 ※ 同上盤までの電源送り ※

建物内外配線配管ピット蓋 ※ 排煙口開放装置 ※

一 建物内排水溝 ※ 排煙口手動開放装置 ※

たて樋接続用横引管 ※ 消火栓組込発信器類及び取付 ※

発電機用 冷却用給水排水 ※ 減圧水槽以降 不燃性ガス消火設備への電源送り ※

〃 燃料用油配管 ※ 燃料小出槽以降 同上制御盤及び制御配線 ※

〃 通気管 ※ 電動黒板・電動バリマスク ※

般 〃 オイルタンク ※ への電源送り

動力制御盤及び配線 ※ 受水槽・高架水槽基礎 ※

自動制御盤及び配線 ※ ※ 　〃　　・　　〃　　　架台 ※

自動制御盤への電源送り ※ 天井・壁改め口 ※

ファンコイルへの電源送り ※ 床・改め口 ※

共 液面電極体リレー及び配線 ※ 汚水桝 ※ 汚水処理槽流入側

床排水金物 ※ 槽入口汚水桝を除く

流し台排水金物 ※ 雑排水桝 ※

　　〃　　　設備接続 ※ 雨水桝 ※

通

1.1.8 疑義に対する協議等 * 設計図書について監督職員と協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更を行う場合の措置は、契約書の規定
によるほか「常滑市設計変更事務取扱要領」（平成30年7月1日適用）に定めるところによる。

事2節 工事関係図書
1.2.1 実施工程表 * 概成工期   ・ 有（　　　年　　　月　　　日）　　　　　　※ 無
1.2.2 施工計画書 * つり足場を使用するすべての工事において、つり足場の組立・解体作業中の墜落・転落による労働災害防止の H22.7.23付22建企

　方法等の記入及び愛知労働局労働基準部安全課長事務連絡（平成22年7月6日）の注意事項をふまえた 第332号建設企画

  施工計画書を作成し、監督職員に提出する。 課長通知

項1.2.4 工事の記録  １．本工事は電子納品の対象工事とする。
 ２．対象となる成果品の作成については、「愛知県電子納品運用ガイドライン（案）」及び「愛知県デジタル写真管理
 　　情報基準（案）」に基づくものとする。（http://www.pref.aichi.jp/site/cals/densinohin.htmlを参照。）
 　　ただし、電子納品チェックリストについては、他の書類に同様の内容を記載した場合、省略できるものとする。
 ３．成果品の提出部数については、電子媒体（ＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒ）２部とする。
 ４．受注者は、電子納品に必要なハード及びソフト環境の整備を行うものとする。また、検査時（中間検査、完了検
 　　査）に写真情報の閲覧機器を準備するものとする。
 ５．その他、電子納品に関する詳細な取扱いについては、発注者、受注者協議の上、決定する。

 　工事写真 * 工事写真の撮影時期、内容、枚数等は下記のとおりとする。
1）着手前　　工事の着手に先だち、敷地、隣地及び周辺道路、建築物、工作物等の現況を撮影する。
2）工事中　　①黒板（白板）に所定事項を明記し、工事の進捗状況を撮影、記録すると共に、特に施工後隠ぺい

                       又は埋設される部分は、被写体に幅広テープを添え撮影する。
                       記載事項：件名（工事名）、名称（工種）、位置、工程、備考、撮影年月日
　　　　　　　　　②監督職員の指示により、適宜提出する。
　　 ※ デジタルカメラの撮影素子の有効画素数は100万画素を標準とする。
　　 ※ デジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、工事契約後、監督職員の承諾を得た上で、「デジタル
       　工事写真の小黒板情報電子化について」により行うことができる。

竣工写真 * 竣工時　　外部（カラー　　　　　箇所）　　　　内部（カラー　　　　箇所）

3節 工事現場管理
1.3.1 施工管理 * 主任技術者・監理技術者の設置その他の主任技術者・監理技術者に関する制度の運用については、

　「監理技術者制度運用マニュアル」（平成28年12月19日付け国土建第352号国土交通省土地・建設産
　業局建設業課長通知）によるものとする。

1.3.3 電気保安技術者 * ・ 適用する ※ 適用しない
1.3.5 施工条件 * 1） 施工時間　　　　時間制限　　※ 有　　・ 無 2）　部位別の施工順序　　　　・　有　　　　　※ 無

3） 工事車両の駐車場所　　場所制限　　　※ 有　（駐車場所：　※ 敷地内　　・（　　　　　　　））　　　　　・ 無
4） 資機材置場所　　　置場制限　　※ 有 （置場所： ※ 敷地内　　　・（　　　　　　　））　　　　　・ 無
5） その他　　 （　　　　　　）

No.1a

建　築　改　修　工　事　特　記　仕　様　書

項　　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 備　　考

工　　事　　区　　分 工　　事　　区　　分

建築 電気 管 空調
浄化

槽
建築 電気 管 空調

浄化

槽

該当しない項目は線を引

く等該当しないことを明確

にする

適用する項目は左記のよ

うに⦿、※等で明確にす

る

平成30年4月1日改訂

章

1.3.12 発生材の処理等 １．引き渡しを要するものは監督職員の指定する場所に整理し、発生物件調書を作成し、施設管理者へ引き渡す。
２．引き渡しを要しないものはすべて場外に搬出し、下記建設副産物の項及び関係法令等に従い適正に処理する。
３．本工事で発生する産業廃棄物のうち愛知県内の最終処分場に搬入する産業廃棄物については、愛知県産業
　　廃棄物税が課税されるので適正に取り扱うこと。
４．PCBを使用している機器材料は、適切な容器に収めた上で引渡しを要する。撤去した機器のﾒｰｶｰ名・型番・ 愛知県建設副産物

　　製造年月日を記載したリストを作成して発注者へ提出する。 ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ実

５．次の物品はPCBの混入が疑われるため、専門の分析機関に依頼し、その有無を確認する。 施要綱、同関係様

　　　昭和47年以前の建築物：ポリサルファイド（チオコール）系コーキング 式、CREDAS様式、

　　　平成元年以前の製造機器：蛍光灯安定器、コンデンサ、リアクトル、コンデンサ用放電コイル、 再資源化等報告

　　　変圧器（絶縁油中の濃度0.5mg/kg以下のものは対象外） 書、は次の愛知県

　　上記以外においても、PCB混入の恐れがある場合は、監督職員と協議の上、確認すること。 建設企画課HPか

* 建設副産物 １．発生材については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、「資源の有効な利用の促進に関する法律」及び ら入手することが

　　「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（以下「建設リサイクル法」という。）その他関係法令の規定 できます。

　　を遵守し「愛知県建設副産物リサイクルガイドライン実施要綱」（以下「リサイクルガイドライン」という。）に基づき、 要綱、様式

　　適正に処理する。 http://www.pref.

２．事前に建設副産物情報交換システム（以下「COBRIS」と言う。）に登録及び必要事項を入力し、COBRISより aichi.jp/soshiki/

　　出力される、「リサイクルガイドライン」に定める計画書（①、②）を監督職員に提出する。 kensetsu-kikaku/

１ ① 再生資源利用計画書（実施書）（CREDAS様式1） recycle-guideline.

② 再生資源利用促進計画書（実施書）（CREDAS様式2）　 html

３．工事完了時に「リサイクルガイドライン」に定める実施書（①、②）の内容をCOBRISに登録及び工事登録証明
　　書を作成し、監督職員に提出する。 COBRIS

４．建設リサイクル法第9条第1項の対象建設工事に該当する工事は、再資源化等が完了したとき、同法第18条第  http://www.

章 　　１項に基づく報告として、監督職員に「再資源化等報告書」を提出すること。  recycle.jacic.or.

５．産業廃棄物管理表（以下「マニフェスト」という）集計表を作成し、監督職員に提出する。また、マニフェスト伝票は  jp/index.html

　　整理して保管し、必要に応じて検査員等に提示する。マニフェスト集計表は任意様式とし、交付した全てのマニ
　　フェストについて、交付年月日、交付番号、車両ナンバー、廃棄物の内訳（ｔまたは㎥）、マニフェスト返却日（B2 再資源化等報告書

　　票、D票、E票）が記載され、受注者の社印を押したものとする。  http://www.pref.

* 撤去・更新時の * 「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」（平成27年4月1日施行）に基づいて行うこと。  aichi.jp/kensetsu

フロン等の取扱い  -kikaku/gijyutsu/

* 分別収集 *　　※ する（「リサイクルガイドライン別表３」による） ・　しない  kentiku-tebiki

一 * 再資源化施設への * 工事に伴い発生する指定副産物のうち、次のものは再資源化施設へ搬出する。  300401.pdf

搬出 　※ コンクリート塊　　　　　※ アスファルトコンクリート塊　　　　　※ 建設発生木材　　　　　・ （　　　　　　　　）
* 再利用を図るもの * ・ （　　　　　　　） ・ 図示による
* せっこうﾎﾞｰﾄﾞ処理 * ひ素・カドミウム含有せっこうボードの処理 ・ 製造業者に回収を委託 ・ 管理型最終処分場で埋立処分

* 上記及び石綿含有せっこうボード以外の処理 ・ 再資源化 ・ 管理型最終処分場で埋立処分
般4節 材　　　料

1.4.1 環境への配慮 * 「愛知県環境物品等調達方針」（http://www.pref.aichi.jp/soshiki/kankyokatsudo/0000009402.htmlを参照。）別
　記2(24)に掲げられた一般資材、建設機械等の選定に当たっては、事業ごとの特性、必要とされる強度や耐久性、
　機能の確保、コスト等に留意しつつ、品目ごとの判断の基準を満足するものを使用するものとする。

 1.4.2 材料の品質等 １．本工事に使用する資材等は、品質が規格値を満足しかつ価格が適正である場合には、県内産の優先使用に
共 　　努めるものとする。　　

２．本工事において愛知県内で産出された木材（愛知県内で産出された木材を使用した製材加工品を含む。以下、
　　「県産材」という。）を使用する場合は、以下による。
* 県産材を使用する部位は、設計図書で定められた部位のほか、次のとおりとする。

　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
通 　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

* 使用する県産材は、愛知県産材認証機構に登録された認定事業者（以下、単に「認定事業者」という。）が「あい
　ち認証材」として証明し、出荷したものとする。
* 受注者は、工事現場に搬入した県産材が「あいち認証材」であることの確認を、出荷事業者が交付する、認定事
　業者登録番号等（図－１）が明記された出荷伝票等により行う。

事 * 受注者は、出荷伝票に記載された出荷事業者が認定業者であることの確認を、愛知県産材認証機構が運営管
　理するＷebページ（http://www.aichi-wood.com）にて公表される認定事業者一覧により行う。

図－１

項 * 再生資源の利用の * 使用する資材は、リサイクル資材の率先利用を図るため、「愛知県あいくる材率先利用方針」を遵守し、あいくる あいくる材認定資材

指定 　材として認定されている資材の利用に努める。 一覧、愛知県あいく

　1）愛知県あいくる材率先利用方針第3のAAｸﾞﾙｰﾌﾟ及びAｸﾞﾙｰﾌﾟの認定資材を優先的に使用する。 る材率先利用方針,

2）指定材一覧 その他提出書類の

　　 施　工　場　所 品　　　　目 　　　規　　　　格 　　　　　再生原料等の指定 様式等、は次の

・ 指定しない ・ 愛知県建設企画課

・ 指定しない ・ HPから入手するこ

3）あいくる材の指定があるものについて、それ以外のものを使用する場合は、監督職員の承諾を要する。 とができます。

* 再生資源の利用の * 工事完了時にあいくる材の使用実績をリサイクルガイドライン様式8「あいくる材使用状況報告書」及び様式9「あ http://www.pref.

報告 　いくる材使用実績集約表」を電子データで監督職員に提出する。 aichi.jp/site/aicle/

5節 施工調査
  1.5.2 施工数量調査 * 調査範囲 ※ 外壁 ・ 屋上防水 ・ 内装 ・ 塗装 ・  （　　　　　　　）

* 調査方法 ※ 打診法 ・ 赤外線法 ・ 反射法 ・  （　　　　　　　）
　1.5.3 調査のための破壊

部分の補修方法 * 補修方法 （　　　　　　　）
6節 施　　　工

1.6.2 技能士 * ※ 適用する ・　適用しない
適用職種 標準仕様書　工事種別 標準仕様書　工事の細分 資格 （技能検定における選択作業） 備　　　　考

※ 鉄筋工事 加工及び組立て １級鉄筋技能士 適用工事は下記による

※ コンクリート工事 型枠 １級型枠施工技能士 ※延べ5,000㎡

※ 床コンクリートこて仕上げ １級左官技能士 　以上の工事

※ 防水工事 アスファルト防水 １級防水施工技能士 ・その他特に必要と

※ シート防水 　認められる工事

※ 塗膜防水

※ シーリング

*　その他必要と認められる技能検定の職種及び作業の種別（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
図面番号

設計事務所名 H　　年度 工事名称

○級建築士登録番号 縮尺  ○○

建築改修工事特記仕様書　１／８

建築士氏名　　　　　印

設　計

 H○年○月

No.1b

項　　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 備　　考

この木材は、＜あいち認証材＞です。
愛知県産材認証機構認定事業者登録番号Ｎo．○－○○○

検

図

製

図

章

1.6.5 施工の検査等 *　見本施工 ・ 行う ※ 行わない
1.6.9 化学物質の濃度測定 * 下記の室の揮発性有機化合物の室内濃度を測定し、厚生労働省が定める指針値以下であることを確認し、監

　 督職員に報告すること。
* 測定する室/測定箇所 （　　　　　/　　　　　）　　（　　　　　/　　　　　）　　（　　　　　　/　　　　　）
* 測 定 方 法 ※ パッシブ型採取法 ・ 文部科学省「学校環境衛生の基準」による ・（　　　　　　　）
* 対象物質 ※ ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン ・（　　　　　　　）
* 着工前の測定 ※ 行わない ・ 行う（　　　　　　　）

7節 工事検査及び技術検査
1.7.2 技術検査 * 中間技術検査 ・ 行わない ・ 行う （実施回数：　　　　　　、実施時期： 　　　　　　　　　　）

１8節 完成図等
1.8.1 完成時の提出図書 * 工事完了前に次の図書を作成し監督職員に提出する。

1) 完成原図（施工図を除く） １部 2） 完成図（施工図を除く）の２つ折り製本 １部
3） 完成図（施工図を除く）及び契約図のＡ3版２つ折り製本（合本作成） ２部
4） 契約図の２つ折り製本 1部 5） 保全に関する資料 1部

章 6） 施設台帳の作成又は整備 (高等学校及び特別支援学校を除く) 7） その他必要書類 １部
8） 契約図・完成図（施工図を除く）のPDFファイル（公共建築課PDFファイル作成ガイドラインによる）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　CD-RまたはDVD-R　　　2部

1.8.2 完成図 * 完成図の種類は下記とする。
　１．配置図　　２．平面図・求積図　　３．仕上表　　４．施工図　　５．その他監督職員の指示するもの
* 原図作成方法 ※CAD作成し紙出力 紙の種類 ※PPC用ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙｻﾝﾄﾞ和紙 同等品 ・ ﾄﾚｰｼﾝｸﾞﾍﾟｰﾊﾟｰ

サイズ ※ 設計原図と同じ ・ （　　　　　　　　　）
ＣＡＤデータ ・  提出する（　・ 愛知県電子納品運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（案）に基づく　　・ 監督職員との協議による  )

・  提出しない
CAD図面の作成にあたっては国土交通省「建築CAD図面作成要領（案）」に基づいて作成する。

 その他
一 * 光熱水費 * 建物引き渡しまでの電気、水道、ガス等の料金（基本料金を含む）は、協議の上、各工事受注者が負担する。

* 現場代理人 * 現場代理人においては、受注者との直接的な雇用関係があること。
* 火災保険等加入 * 改修工事の保険の種類は、建設工事保険、火災保険又は組み立て保険とする。（「愛知県建築工事に係る火災

方法等 保険等の加入方法」による）期間は、工事資材の現場搬入の日から工事目的物の引渡しの日までとする。（特に
定めのない限り、契約上の工事完成期日経過後１４日間とする。）保険金受取人（被保険者）は、受注者とする。

般 * 事故報告 * 工事施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に通報するとともに、事故発生報告書を監督職員に速
　やかに提出すること。

* 工事中の安全管理 * 南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まった旨の「南海トラフ地震に関連
する情報」（臨時）が発表された場合、受注者は、継続的に地震関連情報の収集に努め、工事中の建築物等及び
仮設物に対し、必要な安全対策措置が実施されているかの確認、及び作業員や必要に応じ第三者に対する安全

共 の再確認を行うなど、有事に際しての備えを行うこと。
* 工事の下請負 * 受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。

１）受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。
２）下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。
３）下請負者は、建設業法に基づく営業停止の期間中でないこと。

通 ４）下請負者が愛知県の競争入札参加資格者である場合には、愛知県建設工事等指名停止取扱要領に基づく
　　指名停止期間中でないこと。
５）下請負者は、「愛知県が行う調達契約からの暴力団排除に関する事務取扱要領」に掲げる排除措置の措置
　　要件に該当しない者であること。

* 施工体制 * 施工体制については「施工体制の適正化に向けての現場点検の手引き（案）」によること。
事 * 施工体制台帳 * 建設業法第24条の７第１項の規定により作成した施工体制台帳（同項の規定により記載すべきものとされた事

　項に変更が生じたことに伴い新たに作成されたものを含む。）の写しを監督職員に提出すること。
　（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第15条）

* 施工体系図 * 下請契約を締結する場合においては、下請金額に関わらず施工体系図を作成し、工事現場の工事関係者及び
　公衆が見やすい場所（仮囲いなど）に掲示する。

項 * 各種調査への協力 * 本工事が、公共事業労務費調査、共通費実態調査等の対象工事になった場合は必要な協力をすること。
* 工事ｺｽﾄ調査の協力 * 本工事が低入札価格調査制度の調査対象工事となった場合は、工事完了時に愛知県が行う工事コスト調査に
　 　協力しなければならない。なお、コスト調査における作業内容等については別途、監督職員の指示によること。

　また、本工事の一部を下請けする場合は、下請負者についても工事コスト調査等の協力を得ること。
* 本工事における木材利用状況に関する調査に協力すること。 

* 工事費内訳明細書等 * 契約約款第3条第1項の規定による「工事費内訳明細書及び工程表」は、発注者から請求があった時に提出する
  こと。

* 騒音・振動対策 * ｢建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術審議官通達）」及び関連法規の規定を厳守し施工
　する。また、騒音規制法、振動規制法の規制の対象となる作業（特定建設作業）及び下記に指定した建設機械に
　ついては、「低騒音型、低振動型建設機械の指定に関する規程」（建設大臣告示）により指定された建設機械を使
　用する。

作業名： 建設機械名：
作業名： 建設機械名：

* 排出ガス対策型 * 排出ガス対策型建設機械の適用　 ※ 有り ・ なし
　 建設機械 （対象機種：バックホウ、車輪式トラクターショベル、ブルドーザー、発動発電機、空気圧縮機、油圧ユニット、

　　　　　　　　ローラー類、ホイルクレーン（いずれもディーゼルエンジン出力7.5～260KW））
（対象規制値：排出ガス対策型建設機械指定要領（国土交通省総合政策局）の別表１（１次基準値））

* 貨物自動車等の車種 * 工事場所が「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」の規制対象地域内においては、「貨物自動車等の車種規制非適合車の使用
　規制非適合車の使用 　抑制等に関する要綱」（愛知県：http://www.pref.aichi.jp/kankyo/taiki-ka/car/yoko/）に基づき、対象地域外
　抑制等に関する要綱 　からの流入車も含め、車種規制非適合車の使用抑制に努めるものとする。
* 特定特殊自動車の * 受注者は、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたって、燃料を購入して使用するときは、当該特定特殊
　 燃料 　自動車の製作等に関する事業者または団体が推奨する軽油（ガソリンスタンド等で販売されている軽油をいう）を

　選択しなければならない。また、監督職員から特定特殊自動車に使用した燃料の購入伝票を求められた場合、提
　示しなければならない。なお、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたっては、下請負者等に関係法令等
　を遵守させるものとする。

* 薬液注入工法 * 薬液注入工法により地盤の改良を行う場合は、「薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針」（建設
　省事務次官通達）による。

* 石綿含有仕上塗材の * 既存の壁等に対して作業（仕上塗材の除去・補修、コア抜きやアンカーボルト打設作業など仕上塗材の破断を伴
除去・補修、 　う全ての作業）をする場合は、既存壁等の石綿含有仕上塗材使用の有無を確認し、石綿が含有されている場合
既存壁等への作業 　は、除去工法、作業方法等について関係法令所管部局及び監督職員と協議の上、適切な石綿飛散防止措置を

　講じること。

2節 足場その他 * 足場を設ける場合は、「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」（平成21年4月24日厚生労働省労働基
 2.2.1 足場その他 準局長　基発第0424002号）に規定する「手すり先行工法等に関するガイドライン」により、「働きやすい安心感の

ある足場に関する基準」に適合する手すり、中さん及び幅木の機能を有する足場とし、足場の組立て、解体又は
変更の作業は、「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」の２の（２）手すり据置方式又は２の（３）
手すり先行専用足場方式により行う。

* 屋根面からの墜落事故防止対策として、必要に応じて、JIS A8971（屋根工事用足場及び施工方法）に基づき、建
No.2a
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方作業台、渡り廊下、墜落防護さく等の足場及び装備機材を設置する。
* 内部足場 ※ 脚立・足場板等 ・ 枠組足場またはくさび緊結式足場 ・ （　　　　　　　）
* 外部足場

※ 枠組足場またはくさび緊結式足場 ・ 単管本足場 ・ 仮設ゴンドラ ・ 移動式足場 ・ （　　　　　　　）
設置するシート等 ・ 防護シート（JISA8952） ・ 防護ネット(JISA8960) ・ 防音シート ・ （　　　　　　　）

* 材料、撤去材等の運搬方法 ・ Ａ種 ・ Ｂ種 ・ Ｃ種 ・ Ｄ種 ・ Ｅ種 ・ （　　　　　　　） [表2.2.1]
3節 養　　生
 2.3.1 既存部分の養生 * 部位及び家具等の名称

養　　 生　 　方　　 法
２ 移動場所（保管場所）

 2.3.2 仮設間仕切り * 種別 ・ Ａ種 ・ Ｂ種 ・ Ｃ種 [表2.3.1] 設置箇所 ※ 図示による
材種（Ａ種、Ｂ種の場合） ・ 合板（厚さ　※9㎜　・（　　　）㎜） ※せっこうボード（厚さ　※9.5㎜　　・（　　　）㎜）

章 仕上げ塗装等 ・ 有 ※ 無
*仮設扉 * 種別 ※ 木製　（合板張り） ・ （　　　　　　　） 設置箇所 ※ 図示による

4節 仮設物
 2.4.1 監督職員事務所、 * 監督職員事務所 ※ 設けない ・ 構内に設ける　（　　　　）㎡程度 ・ 既存建物内の一部

仮 受注者事務所等 * 標準備品 机、いす、書棚、行事予定表、ゴム長靴、雨合羽、保護帽、懐中電灯、寒暖計、安全帯、
* 監督職員事務所 衣類ロッカー、受注者加入の電話子機、冷暖房機器、消火器、湯沸器、掃除具
　の備品 選択備品 ・ パソコン ・ プリンター ・ ＦＡＸ ・ 複写機

設* 受注者事務所、 * 受注者事務所（設ける場合） ※ 構内（従業員宿舎除く） ・ 構外
材料置場その他 材料置場 ※ 構内 ・ 構外
仮設物の設置場所 その他仮設物 ※ 構内（従業員宿舎除く） ・ 構外 1,200以上

工* 建設工事名称板及び * 建設工事名称板 ・ 設ける ※ 設けない ・ 他工事と共同設置
　建設現場標識の設置 * 建設現場標識 ※ 設ける ・ 設けない ・ 他工事と共同設置

工事名 ○○センター改修建築工事
事 ○ ○ ○ セ ン タ ー 改 修 工 事 ○○センター改修電気工事

○○センター改修管工事
工 期 平 成 ○ 年 ○ 月 ○ 日 900以上 工　　期 平成○○年○○月○○日まで

発　注　 者 愛知県建設部建築局公共建築課

発 注 者 愛 知 県 公 共 建 築 課 工事監理者 ○○建築設計事務所

工 事 監 理 者 ○ ○ 設 計 事 務 所 〃 工事施工者 ○○建設株式会社

工 事 施 工 者 ○ ○ 建 設 株 ○○電気設備株式会社

○○機械設備株式会社

建　設　工　事　名　称　板　（例） 　建　設　現　場　標　識　（例）
1節 一般事項

* 保証期間 * 防水の保証期間は工事目的物引渡しからモルタル防水５年、その他防水１０年とする。
 3.1.3 施工一般 * 降雨等に対する養生方法 ※ 3.1.3(ｅ) による ・ （　　　　　　　）
1節～6節　防水工事 * 防水改修工法・種別

防水改修工法 新設防水層（表3.3.3～3.3.10、 既存下地補修箇所の形状、
（表3.1.1による種類） 表3.4.1～3.6.2による種別） 長さ、数量等（3.2.6（a））

* 既存防水層
３ 立上り部等の既存防水層の撤去（P０S（機械）、P0SI（機械）、M4S、M4SI、S4S（機械）、S4SI（機械）工法） [表3.1.1]注1

※ルーフィング類製造所の仕様による ・（　　　　　　　　　　）
既存露出防水層表面仕上塗装の除去（M4AS、M4ASI、M4C、M4DI工法） ※ 除去する ・ 除去しない 3.2.6（c）（2）

章 既存塗膜防水層の表面仕上塗装の除去（L4X工法） ※ 除去する ・ 除去しない 3.2.6（c）（6）
* 既存保護層

既存保護層を撤去し防水層を非撤去とした立上り部等の補修及び処置（P0S（機械）、P0SI（機械）工法） 3.2.6（d）（3）
※ 3.2.6（d）（3）（ⅶ）①～③による ・  （　　　　　　　）

*　その他既存部の措置
防 ルーフドレイン回りの処理　　　改修用ドレンの設置（P0AS、P0ASI、P0D、P0DI、P0S、P0SI、P0X工法） 3.2.5（c）

※設ける（主防水材製造所の仕様による） ・ 設けない
架台回り等の処置 ※ 図示による ・ 監督職員との協議による 3.2.6（f）

水 * 新設防水層材料の種類、厚さ、工程等　　（アスファルト防水　種別A-、AI-、B-、BI-、C-、D-、DI-、E-） 3.3.2
改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ ※表3.3.3～表3.3.9による ・（　　　　　　　　　　　） 3.3.3
部分粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ ※表3.3.3～表3.3.9による ・（　　　　　　　　　　　）

改 押え金物 材質 ※ ｱﾙﾐﾆｳﾑ ・ （　　　　　　　　） 形状寸法 ※ L-30×15×2.0(㎜)程度 ・ （　　　　　　　　）
断熱材（種別AI-、BI-） ※ 3.3.2（h）による ・（　　　　　　） 厚さ（　　　　）
断熱材（種別DI-） ※ 3.3.2（ｉ）による ・（　　　　　　　） 厚さ（　　　　）

修 絶縁ｼｰﾄ 材料（種別A-、B-） ※ ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑt=0.15以上 ・ （　　　　　　　　）
材料（種別AI-、BI-） ※ ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ等の平織りﾌﾗｯﾄﾔｰﾝｸﾛｽ（70g/㎡程度）

・ （　　　　　　　　）
工 仕上げ塗料の種類、使用量（種別C-、D-、DI-） 種類（　　　　　　　　　　　　　） 使用量（　　　　　kg/㎡） [表3.3.7～3.3.9]

ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類のﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ回り及び立上り部周辺の断熱材張じまい位置 ・図示による ・ （　　　　　　　　） 3.3.4(2)
* 新設防水層材料の種類、厚さ、工程等　　（改質アスファルトシート防水　種別AS-、ASI-） 3.4.2

事 改質ｱｽﾌｧｽﾄｼｰﾄ ※表3.4.1～表3.4.3による ・ （　　　　　　　　）
粘着層付改質ｱｽﾌｧｽﾄｼｰﾄ ※表3.4.1～表3.4.3による ・ （　　　　　　　　）
部分粘着層付改質ｱｽﾌｧｽﾄｼｰﾄ ※表3.4.1～表3.4.3による ・ （　　　　　　　　）
断熱材（種別ASI-T1、ASI-J1） ※ 3.4.2（c）（2）による ・ （　　　　　　　　） 厚さ（　　　　）
防湿層の設置（ASI-) ・設ける（図示による） ・設けない [表3.4.3]
仕上げ塗料の種類、使用量（種別AS-、ASI-） 種類（　　　　　　　　　　　　　） 使用量（　　　　　kg/㎡）

* 新設防水層材料、工程等　（合成高分子系ルーフィングシート防水　種別S-、SI-）
ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ 種類及び厚さ ※ 表3.5.1、表3.5.2及び表3.5.3による ・ （　　　　　　　　） 3.5.2
絶縁用ｼｰﾄ ※ 発泡ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ ・ （　　　　　　　　）
固定金具の材質及び寸法形状 ※ 3.5.2（c）（2）による ・ 材質（　　　　　　　　）、寸法形状（　　　　　　　）
断熱材（種別SI-M1、SI-M2（機械的固定工法）） ※ 3.5.2（c）（3）による ・ （　　　　　　　　） 厚さ（　　　　）
断熱材（種別SI-F1、SI-F2（接着工法）） ※ 3.5.2（c）（3）による ・ （　　　　　　　　） 厚さ（　　　　）
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◆契約約款及び土木工事標準仕様書において設計照査の実施は
請負者の責務
※公共建築工事標準仕様書においては設計照査に関する記載がないが、契約約款第１９条及び公共建築工事標準仕様
書１．１．８（疑義に対する協議等）に従い、工事着手前に土木工事に準じた設計図書の照査が必要

（１）契約約款第１９条（条件変更等）

　請負者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見しときは、その旨を
直ちに発注者に通知し、その確認を請求しなければならない。

（１）設計書、図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これ
らの優先順位が定められている場合を除く。）。
（２）設計図書に誤謬又は脱漏があること。
（３）設計図書の表示が明確でないこと。

（４）工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為
的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。

（５）設計図書に明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生じたこ
と。

（２）土木工事標準仕様書第１編総則編第１章総則
１－１－３設計図書の照査等

請負者は、工事着手前及び工事途中において、自らの負担により契約約款第１９条第１項第１号か
ら第５号に係る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、工事打合簿にその事実が確
認できる資料を添付して、監督員へ提出し、確認を求めなければならない。なお、確認できる資料と
は、現地地形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等を含むものとする。また、請負者は、監督
員から更に詳細な説明または書面の追加の要求があった場合は従わなければならない。

◆設計図書の照査の範囲
●土木工事標準仕様書により請負者が作成する資料の範囲
　①現場地形図・・・・・・・・・・・・・実測横断図
     設計図との対比図・・・・・・・ 当初設計図への現地盤線等の作図
　　 取合い図・・・・・・・・・・・・・・  当初設計図への既設構造物の追記
　　 施工図・・・・・・・・・・・・・・・・・施工ヤード等実施工程上問題となる施工資料
  ②更なる追加資料とは現地の事実が確認できない場合に限って要求できるものとする。
　　注１）更なる追加資料とは上記（２）最終行「更に詳細な説明または書面の追加」を指す
　　注２）現地事実の確認範囲は、上記の資料に対して新たな比較設計や構造計算が伴うものは含
           まれていない。請負者の資料に対して更なる比較設計や構造計算等の検討に掛かる費用
           は発注者の責務において実施するものとする。
※建築工事についても土木工事に準じた取り扱いとするが、土木工事に準じた取り扱いによることが
できない場合は、発注者・請負者間の協議による。

「設計図書の照査」の範囲を超えた設計図書の訂正又は変更に要する費用の負担は、発
注者の責任において行うものとする。

　設計照査の範囲をこえるものの事例は本ガイドラインＰ．１５を参照。

◆設計図書の照査の範囲を超えるもの

◆工事請負者が実施する「設計図書の照査」の項目及び内容
工事請負者は、契約約款及び標準仕様書に基づいて設計照査を行うこととなるが、一般事
項については、次ページ以降の「設計図書の照査要領」の照査の項目を実施する。

また、その他工種毎の照査についても、適宜実施する。

（３）公共建築工事標準仕様書第１章一般共通事項
１．１．８疑義に対する協議等

(a)　設計図書に定められた内容に疑義が生じた場合又は現場の納まり、取合い等の関係で、設計
図書によることが困難若しくは不都合が生じた場合は、監督職員と協議する。
(b)　(a)の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更を行う場合の措置は、契約書の規定による。
(c)　(a)の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更に至らない事項は１．２．４(a)による。



◆照査要領

　照査項目は、大項目として、条件明示（Ⅰ工法関係、Ⅱ工程関係、Ⅲ用地関
係、Ⅳ安全対策、Ⅴ建設副産物）、資料貸与及び設計図書の３項目に分類し、
チェック内容は、大項目毎（条件明示、資料貸与及び設計図書）に異なってい
る。

　条件明示に関する項目は、設計書及び特記仕様書に明示してあるが、よくわ
からないことも含め、工事打合簿で確認する。条件の確認は重要で、発注者と
請負者で認識のずれがあると、工事目的物が間違って出来上がったり、設計
変更が円滑に行われないなどの問題が生じる原因となる。

　資料貸与に関する項目は、資料が貸与されている場合についても、その資
料中に確認したい事項があれば、工事打合簿で確認する。

　設計図書に関する項目は、設計図書に誤謬、脱漏等の事実がある場合に工
事打合簿で確認する。

　また、具体的なチェック方法は「土木工事現場必携　愛知県建設部」の記入
要領を参考とする。

　照査項目一覧表は、照査のためのツールであり、目的物ではない。照査結
果の参考資料として工事打合簿に添付し、提出する。

　確認事項がない場合も、工事打合簿に添付し、確認事項が無かったことを報
告する。

内容 条件明示の必要性 資料の有無 資料名
資料中の確認

したい事項

工法指定に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

仮設工事（指定・任意共）に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

仮設備に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

薬液注入に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

現場発生品に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

支給材及び貸与品に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

部分使用に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

あいくる材使用に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

一般道の使用に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

仮設道に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

品質管理関係 品質管理に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

その他 その他工法に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

関連する工事の内容及び制約条件に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

公共補償工事等における他管理者との協議結果に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

占用支障物件の協議結果に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

交差協議の調整結果（道路、河川、鉄道、公安委員会等）に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

地元及び地権者との調整結果に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

保安林、農地、埋蔵文化財等との調整結果に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

その他 その他工程に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

照査項目一覧表

項目

工事用道路

関連工事

関係機関協議

条
件
明
示

Ⅰ
工
法
関
係

工事施工関係

Ⅱ
工
程
関
係



内容 条件明示の必要性 資料の有無 資料名
資料中の確認

したい事項

借地に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

工事用地の復旧に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

事業損失防止に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

立木伐採に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

その他工事用地に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

交通安全施設に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

近接施工に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

交通誘導員に関すること（対象工種、期間、人数及び配置） 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

その他安全対策に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

建設発生土の利用に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

建設発生土の搬出に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

その他建設発生に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

建設廃棄物の処理に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

その他建設廃棄物に関すること 有□　　　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

項目

Ⅲ
用
地
関
係

用地関係

Ⅳ
安
全
対
策

安全対策関係

Ⅴ
建
設
副
産
物

建設発生土

建設廃棄物

条
件
明
示

（請求通知書で確認）

（照査完了）

条件明示の
必要性

　有

　無

　有

　無

　資料の有無 　資料名 　有

　無

資料中の確認
したい事項

（照査完了）（請求通知書で確認）

フロー図(条件明示）

内容 資料貸与の必要性 貸与状況 ―
資料中の確認

したい事項

地質調査報告書の貸与 有□　　  無□ 有□　  無□ 有□　  無□

測量成果簿の貸与 有□　　  無□ 有□　  無□ ― 有□　  無□

用地境界杭の確認 有□　　  無□ 有□　  無□ ― 有□　  無□

測量基準点等の確認 有□　　  無□ 有□　  無□ ― 有□　  無□

地下埋設物に関する資料の貸与 有□　　  無□ 有□　  無□ ― 有□　  無□

設計委託成果品（設計条件等の確認）の貸与 有□　　  無□ 有□　  無□ ― 有□　  無□

その他資料貸与に関すること 有□　　  無□ 有□　  無□ ― 有□　  無□

内容 事実の有無 ― ― ―

金抜き設計書の設計数量と数量計算書との不整合 有□　 　 無□ ― ― ―

設計図面と数量計算書に使用した寸法、記号及び企画の不整合 有□　　  無□ ― ― ―

必要項目の図面からの抜け落ち（水位、地質条件等） 有□　 　 無□ ― ―

設計計算書の計算結果の間違った図面への反映 有□　 　 無□ ― ― ―

設計図面相互の不整合（構造図と配筋図等） 有□　 　 無□ ― ― ―

図面が不明瞭 有□　 　 無□ ― ― ―

施工後にしか数量が、確定できない工種 有□　 　 無□ ― ― ―

その他設計図書の確認に関すること 有□　　  無□ ― ― ―

項目

項目

資
料
貸
与

資料の確認

設
計
図
書

設計図書の確認

フロー図(資料貸与）

（照査完了）

資料貸与の
必要性 　有

　無

　有

　無

　貸与状況 （請求通知書で確認）　有

　無

資料中の確認
したい事項

（照査完了）（請求通知書で確認）フロー図(設計図書）

（照査完了）

 事実の有無 　有

　無

（請求通知書で確認）



１．常滑市建設工事請負契約約款条項（抜粋）
　◇第 １ 条　：総則
　◇第 ９ 条　：特許権等の使用
　◇第１６条　：支給材料
　◇第１７条　：工事用地の確保等
　◇第１８条　：設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等

　◇第１９条　：条件変更等
　◇第２０条　：設計図書の変更
　◇第２１条　：工事の中止
　◇第２２条　：請負者の請求による工期の延長
　◇第２３条　：発注者の請求による工期の短縮等
　◇第２４条　：工期の変更方法
　◇第２５条　：請負代金額の変更方法等
　◇第２６条　：賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更
　◇第２７条　：臨機の措置
　◇第４８条　：請負者の催告による解除権
　◇第４９条　：請負者の催告によらない解除権
　◇第５０条　：請負者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限

２．土木工事標準仕様書（抜粋）
　◆１-１-２　：用語の定義
　◆１-１-３　：設計図書の照査等
　◆１-１-１５：工事の一時中止
　◆１-１-１６：設計図書の変更
　◆１-１-１７：工期変更
　◆１-１-２２：数量の算出及び工事完成図

３．公共建築工事標準仕様書（抜粋）
　◆１．１．２　：用語の定義
　◆１．１．８　：疑義に対する協議等
　◆１．１．９　：工事の一時中止に係る事項
　◆１．１．１０：工期の変更に係る資料の提出
　◆１．７．１　：完成時の提出図書
　◆１．７．２　：完成図
　◆１．７．３　：保全に関する資料

４．常滑市設計変更事務取扱要領



（総則）
第１条　発注者及び請負者は、この約款（契約書を含む、以下同じ。）に基
づき、設計図書（別冊の　設計書、図面、仕様書、現場説明書及び現場説
明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、
この契約（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以
下同じ。）を履行しなければならない。
２　請負者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目
的物を発注者に引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものと
する。
３　仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段
（以下「施工方法等」という。）については、この約款及び設計図書に特別の
定めがある場合を除き、請負者がその責任において定める。
４　請負者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。
５　この約款に定める請求、通知、報告、届出、申出、承諾及び解除は、書
面により行わなければならない。
６　この契約の履行に関して発注者と請負者との間で用いる言語は、日本
語とする。
７　この約款に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。
８　この契約の履行に関して発注者と請負者との間で用いる計量単位は、
設計図書に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第51号）
に定めるものとする。
９　この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治29
年法律第89号）及び商法（明治32年法律第48号）の定めるところによるもの
とする。
10　この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。
11　この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による
専属的管轄裁判所とする。
12　請負者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この
契約に基づくすべての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、
発注者が当該代表者に対して行ったこの契約に基づくすべての行為は、当
該企業体のすべての構成員に対して行ったものとみなし、また、請負者は、
発注者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について当該代表者を
通じて行わなければならない。

（特許権等の使用）
第９条　請負者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の
法令に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象と
なっている工事材料、施工方法等を使用するときは、その使用に関する一
切の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその工事材料、施工
方法等を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の
明示がなく、かつ、請負者がその存在を知らなかったときは、発注者は、請
負者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。



（支給材料）
第16条　発注者が請負者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）
の品名、数量、品質又は規格、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定
めるところによる。
２　監督員は、支給材料の引渡しに当たっては、請負者の立会いの上、発
注者の負担において、当該支給材料を検査しなければならない。この場合
において、当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格が設計図書の
定めと異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、請負者は、その旨を
直ちに発注者に通知しなければならない。
３　請負者は、支給材料の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内
に、発注者に受領書を提出しなければならない。
４　請負者は、支給材料の引渡しを受けた後、当該支給材料に第２項の検
査により発見することが困難であった隠れた瑕疵があり使用に適当でない
と認めたときは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。
５　発注者は、請負者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた
場合において、必要があると認められるときは、当該支給材料に代えて他
の支給材料を引き渡し、支給材料の品名、数量、品質若しくは規格を変更
し、又は理由を明示した書面により、当該支給材料の使用を請負者に請求
しなければならない。
６　発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料
の品名、数量、品質若しくは規格、引渡場所又は引渡時期を変更すること
ができる。
７　発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは工期
若しくは請負代金額を変更し、又は請負者に損害を及ぼしたときは必要な
費用を負担しなければならない。
８　請負者は、支給材料を善良な管理者の注意をもって管理しなければな
らない。
９　請負者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変
更等によって不用となった支給材料を発注者に返還しなければならない。
10　請負者は、故意又は過失により支給材料が滅失若しくはき損し、又は
その返還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、
若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければなら
ない。
11　請負者は、支給材料の使用方法が設計図書に明示されていないときは、
監督員の指示に従わなければならない。



（工事用地の確保等）
第17条　発注者は、工事用地その他設計図書において発注者が提供すべ
きことを明示した工事の施工上必要な用地（以下「工事用地等」という。）を
請負者が工事の施工上必要とする日（設計図書に特別の定めがあるときは、
その定められた日）までに確保しなければならない。
２　請負者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理
しなければならない。
３　工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場
合において、当該工事用地等に請負者が所有又は管理する工事材料、建
設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれら
の物件を含む。）があるときは、請負者は、当該物件を撤去するとともに、当
該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならな
い。
４　前項の場合において、請負者が正当な理由なく、相当の期間内に当該
物件を撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないとき
は、発注者は、請負者に代わって当該物件を処分し、工事用地等の修復若
しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、請負者は、発注
者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、
また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけ
ればならない。
５　第３項に規定する請負者のとるべき措置の期限、方法等については、発
注者が請負者の意見を聴いて定める。

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等）

第18条　請負者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合におい
て、発注者がその改造を請求したときは、当該請求に従わなければならな
い。この場合において、当該不適合が監督員の指示によるときその他発注
者の責めに帰すべき事由によるときは、発注者は、必要があると認められ
るときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は請負者に損害を及ぼしたと
きは必要な費用を負担しなければならない。

２　発注者は、請負者が第14条第２項又は第15条第１項から第３項までの
規定に違反した場合において、必要があると認められるときは、工事の施
工部分を破壊して検査することができる。

３　前項に規定するほか、発注者は、工事の施工部分が設計図書に適合し
ないと認められる相当の理由がある場合において、必要があると認められ
るときは、当該相当の理由を請負者に通知して、工事の施工部分を最小限
度破壊して検査することができる。

４　前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は請負者の負
担とする。



（条件変更等）
第19条　請負者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する
事実を発見しときは、その旨を直ちに発注者に通知し、その確認を請求しな
ければならない。
（１）設計書、図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書
が一致しないこと（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。
（２）設計図書に誤謬又は脱漏があること。
（３）設計図書の表示が明確でないこと。
（４）工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に
示された自然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこ
と。
（５）設計図書に明示されていない施工条件について予期することのできな
い特別な状態が生じたこと。
２　発注者は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号
に掲げる事実を発見したときは、請負者の立会いの上、直ちに調査を行わ
なければならない。ただし、請負者が立会いに応じない場合には、請負者
の立会いを得ずに行うことができる。
３　発注者は、請負者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき
措置を指示する必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査
の終了後14日以内に、その結果を請負者に通知しなければならない。ただ
し、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ
請負者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。
４　前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、
必要があると認められるときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書
の訂正又は変更を行わなければならない。
（１）第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する
必要があるもの　発注者が行う。
（２）第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的
物の変更を伴うもの　発注者が行う。
（３）第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的
物の変更を伴わないもの　発注者と請負者とが協議して発注者が行う。
５　前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、
発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更
し、又は請負者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければなら
ない。

（設計図書の変更）
第20条　発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるとき
は、設計図書の変更内容を請負者に通知して、設計図書を変更することが
できる。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは工期
若しくは請負代金額を変更し、又は請負者に損害を及ぼしたときは必要な
費用を負担しなければならない。



（工事の中止）
第21条　工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高
潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的
な事象（以下「天災等」という。）であって請負者の責めに帰すことができな
いものにより工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動し
たため、請負者が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、工事
の中止内容を直ちに請負者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一
時中止させなければならない。
２　発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の
中止内容を請負者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止さ
せることができる。
３　発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合にお
いて、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又
は請負者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機
械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増
加費用を必要とし若しくは請負者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負
担しなければならない。

（請負者の請求による工期の延長）
第22条　請負者は、天災等又は第２条の規定に基づく関連工事の調整へ
の協力その他請負者の責めに帰すことができない事由により工期内に工
事を完成することができないときは、その理由を明示した書面により、発注
者に工期の延長変更を請求することができる。
２　発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると
認められるときは、工期を延長しなければならない。

（発注者の請求による工期の短縮等）
第23条　発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、
工期の短縮変更を請負者に請求することができる。
２　発注者は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合に
おいて、特別の理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされ
る工期に満たない工期への変更を請求することができる。
３　発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは請負
代金額を変更し、又は請負者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し
なければならない。

（工期の変更方法）
第24条　工期の変更については、発注者と請負者とが協議して定める。た
だし、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が
定め、請負者に通知する。
２　前項の協議開始の日については、発注者が請負者の意見を聴いて定め、
請負者に通知するものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた
日（第２２条の場合にあっては発注者が工期変更の請求を受けた日、前条
の場合にあっては請負者が工期変更の請求を受けた日）から７日以内に協
議開始の日を通知しない場合には、請負者は、協議開始の日を定め、発注
者に通知することができる。



（請負代金額の変更方法等）
第25条　請負代金額の変更については、発注者と請負者とが協議して定め
る。ただし、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合には、発注
者が定め、請負者に通知する。
２　前項の協議開始の日については、発注者が請負者の意見を聴いて定め、
請負者に通知するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日
から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、請負者は、協議開始
の日を定め、発注者に通知することができる。
３　この約款の規定により、請負者が増加費用を必要とした場合又は損害
を受けた場合に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と
請負者とが協議して定める。

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更）

第26条　発注者又は請負者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経
過した後に日本国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代
金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の変更
を請求することができる。

２　発注者又は請負者は、前項の規定による請求があったときは、変動前
残工事代金額（請負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負
代金額を控除した額をいう。以下この条において同じ。）と変動後残工事代
金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事代金額に
相応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のうち変動前残工
事代金額の1000分の15を超える額につき、請負代金額の変更に応じなけ
ればならない。

３　変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を
基準とし、物価指数等に基づき発注者と請負者とが協議して定める。ただし、
協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が
定め、請負者に通知する。

４　第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を
行った後再度行うことができる。この場合において、同項中「請負契約締結
の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく請負代金額の変更の基準とした
日」とするものとする。

５　特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に
著しい変動を生じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は請負
者は、前各項の規定によるほか、請負代金額の変更を請求することができ
る。

６　予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において
急激なインフレーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適
当となったときは、発注者又は請負者は、前各項の規定にかかわらず、請
負代金額の変更を請求することができる。

７　前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と請
負者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内に協議が整
わない場合にあっては、発注者が定め、請負者に通知する。

８　第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が請負者の意見を
聴いて定め、請負者に通知するものとする。ただし、発注者が第１項、第５
項又は第６項の請求を行った日又は受けた日から７日以内に協議開始の
日を通知しない場合には、請負者は、協議開始の日を定め、発注者に通知
することができる。



（臨機の措置）

第27条　請負者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の
措置をとらなければならない。この場合において、必要があると認めるとき
は、請負者は、あらかじめ発注者の意見を聴かなければならない。ただし、
緊急やむを得ない事情があるときは、この限りでない。

２　前項の場合においては、請負者は、そのとった措置の内容を発注者に
直ちに通知しなければならない。

３　発注者は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるとき
は、請負者に対して臨機の措置をとることを請求することができる。

４　請負者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合におい
て、当該措置に要した費用のうち、請負者が請負代金額の範囲において負
担することが適当でないと認められる部分については、発注者が負担する。

（請負者の催告による解除権）

第48条　請負者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定
めて、その履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解
除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行
が、この契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限り
でない。

（請負者の催告によらない解除権）

第49条　請負者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契
約を解除することができる。

（１）第20条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以
上減少したとき。

（２）第21条の規定による工事の施工の中止期間が工期の10分の５（工期
の10分の５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事
の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３
月を経過しても、なおその中止が解除されないとき。

（請負者の帰すべき事由による場合の解除の制限）

第50条　請負者は、自己の責めに帰すべき事由により、前２条の状態に
至ったときは前２条の規定による契約の解除をすることができない。



１ － １ － ２ 用語の定義
１ ． 監督員

この標準仕様書で規定されている監督員とは、専任監督員、主任監督員、総
括監督員を総称していう。請負者には主として専任監督員が対応する。
２ ． 専任監督員

専任監督員とは、契約の履行についての請負者または現場代理人に対する
指示、承諾または協議、設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作
成及び交付または請負者が作成した詳細図等の承諾、設計図書に基づく工程
の管理、立会、工事の施工状況の検査または工事材料の試験若しくは検査
(確認を含む。)、関連する２以上の工事が施工上密接に関連する場合におけ
る施工の調整を行うとともに、以上の事項(軽易と判断される事項を除く)及び
設計図書の変更、工事の中止または工期変更の必要があると認められる事
項の主任監督員への報告ならびに工事検査に必要な工事関係書類の整備を
行う者をいう。
３ ． 主任監督員

主任監督員とは、重要と判断される事項及び設計図書の変更、工事の中止ま
たは工期変更の必要があると認められる事項の総括監督員への報告及び専
任監督員の指導監督ならびに総括監督員を置かない工事において、特に重要
と判断される事項及び設計図書の変更、工事の中止または工期変更の必要
があると認められる事項の所長への報告及び監督業務のとりまとめを行う者
をいう。
４ ． 総括監督員

総括監督員とは、特に重要と判断される事項及び設計図書の変更、工事の中
止または工期変更の必要があると認められる事項の所長（ 本庁施行工事に
おいては、建設部長。） への報告、主任監督員及び専任監督員の指導監督な
らびに監督業務のとりまとめを行う者をいう。
５ ． 契約図書
契約図書とは、契約書及び設計図書をいう。
６ ． 設計図書

設計図書とは、設計書、仕様書、図面、現場説明書及び現場説明に対する質
問回答書をいう。
７ ． 仕様書

仕様書とは、各工事に共通する標準仕様書と各工事ごとに規定される特記仕
様書を総称していう。
８ ． 標準仕様書

標準仕様書とは、各建設作業の順序、使用材料の品質、数量、仕上げの程度、
施工方法等工事を施工するうえで必要な技術的要求、工事内容を説明したも
ののうち、あらかじめ定型的な内容を盛り込み作成したものをいう。



９ ． 特記仕様書

特記仕様書とは、標準仕様書を補足し、工事の施工に関する明細または工事
に固有の技術的要求を定める図書をいう。
1 0． 現場説明書

現場説明書とは、工事の入札に参加するものに対して発注者が当該工事の契
約条件等を説明するための書類をいう。
1 1． 質問回答書

質問回答書とは、質問受付時に入札参加者が提出した契約条件等に関する
質問に対して発注者が回答する書面をいう。
1 2． 図面

図面とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更または追加
された設計図、工事完成図等をいう。なお、設計図書に基づき監督員が請負
者に指示した図面及び請負者が提出し、監督員が書面により承諾した図面を
含むものとする。
1 3． 設計書
設計書とは、工事施工に関する工種、設計数量及び規格を示した書類をいう。
1 4． 指示

指示とは、契約図書の定めに基づき、監督員が請負者に対し、工事の施工上
必要な事項について書面により示し、実施させることをいう。
1 5． 承諾

承諾とは、契約図書で明示した事項について、発注者若しくは監督員または請
負者が書面により同意することをいう。
1 6． 協議

協議とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者または監督員と
請負者が対等の立場で合議し、結論を得ることをいう。
1 7． 提出

提出とは、監督員が請負者に対し、または請負者が監督員または検査員に対
し工事に係わる書面またはその他の資料を説明のうえ差し出し、受理されるこ
とをいう。
1 8． 提示

提示とは、監督員が請負者に対し、または請負者が監督員または検査員に対
し工事に係わる書面またはその他の資料を示し、説明することをいう。
1 9． 報告

報告とは、請負者が監督員に対し、工事の状況または結果について書面ある
いは電子メール等電子媒体により知らせることをいう。
2 0． 通知

通知とは、発注者または監督員と請負者または現場代理人の間で、工事の施
工に関する事項について、書面あるいは電子メール等電子媒体により互いに
知らせることをいう。



2 1． 連絡

連絡とは、監督員と請負者または現場代理人の間で、契約書第19条に該当し
ない事項または緊急で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、電子メー
ルなどの署名または押印が不要な手段により互いに知らせることをいう。なお、
後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。
2 2． 受理

受理とは、契約図書に基づき、請負者、監督員が相互に差し出された書面を
受け取り、内容を把握することをいう。
2 3． 書面

書面とは、手書き、印刷物等による工事打合せ簿等の伝達物をいい、発行年
月日を記載し、署名または押印したものを有効とする。ただし、電子メール等
電子媒体を用いて報告等を行ったものについては、署名または押印がなくても
有効とする。
2 4． 確認

確認とは、契約図書に示された事項について、監督員、検査員または請負者
が臨場もしくは関係資料により、その内容について契約図書との適合を確かめ
ることをいう。
2 5． 立会

立会とは、契約図書に示された項目について、監督員が臨場により、その内容
について契約図書との適合を確かめることをいう。
2 6． 段階確認

段階確認とは、設計図書に示された施工段階において、監督員が臨場等によ
り、出来形、品質、規格、数値等を確認することをいう。
2 7． 工事検査

工事検査とは、検査員が契約書第33条、第3 8条、第39条に基づいて給付の
完了の確認を行うことをいう。
2 8． 中間検査

中間検査とは、契約書第3 2条に基づき行うものをいい、請負代金の支払いを
伴うものではない。
2 9． 検査員

検査員とは、検査要領に基づき、工事検査及び中間検査を行うために発注者
が定めた者をいう。
3 0． 同等以上の品質

同等以上の品質とは、設計図書で指定する品質または設計図書に指定がな
い場合、監督員が承諾する試験機関の品質確認を得た品質または、監督員
の承諾した品質をいう。なお、試験機関において品質を確かめるために必要と
なる費用は、請負者の負担とする。
3 1． 工期

工期とは、契約図書に明示した工事を実施するために要する準備及び後片付
け期間を含めた始期日から終期日までの期間をいう。



3 2． 工事開始日

工事開始日とは、工期の始期日または設計図書において規定する始期日をい
う。
3 3． 工事着手

工事着手とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事（ 現場事務
所等の設置または測量をいう。） 、詳細設計付工事における詳細設計または
工場製作を含む工事における工場製作工のいずれかに着手することをいう。
3 4． 工事
工事とは、本体工事及び仮設工事、またはそれらの一部をいう。
3 5． 本体工事
本体工事とは、設計図書に従って、工事目的物を施工するための工事をいう。
3 6． 仮設工事

仮設工事とは、各種の仮工事であって、工事の施工及び完成に必要とされる
ものをいう。
3 7． 工事区域

工事区域とは、工事用地、その他設計図書で定める土地または水面の区域を
いう。
3 8． 現場

現場とは、工事を施工する場所及び工事の施工に必要な場所及び設計図書
で明確に指定される場所をいう。
3 9． Ｓ Ｉ
Ｓ Ｉ とは、国際単位系をいう。
4 0． 現場発生品

現場発生品とは、工事の施工により現場において副次的に生じたもので、その
所有権は発注者に帰属する。
4 1． Ｊ Ｉ Ｓ 規格
Ｊ Ｉ Ｓ 規格とは、日本工業規格をいう。



１ － １ － ３ 設計図書の照査等
１ ． 図面原図の貸与
請負者からの要求があり、監督員が必要と認めた場合、請負者に図面の原図
を貸与することができる。ただし、標準仕様書等市販・公開されているものにつ
いては、請負者が備えなければならない。
２ ． 設計図書の照査
請負者は、工事着手前及び工事途中において、自らの負担により契約書第19
条第１ 項第１ 号から第５ 号に係る設計図書の照査を行い、該当する事実が
ある場合は、工事打合簿にその事実が確認できる資料を添付し、監督員へ提
出し、確認を求めなければならない。なお、確認できる資料とは、現地地形図、
設計図との対比図、取合い図、施工図等を含むものとする。また、請負者は、
監督員から更に詳細な説明または書面の追加の要求があった場合は従わな
ければならない。
設計図書の照査は、愛知県建設部「設計変更ガイドライン」※の「９ 設計図書
の照査について」に基づき行うものとする。※常滑市設計変更ガイドライン

なお、工事着手前に行う設計図書の照査は、「設計変更ガイドライン」の「９ 設
計図書の照査について」の内照査要領（ 案） に基づいた照査を行い、照査結
果を報告するものとする。
３ ． 条件変更確認通知
発注者は、第２ 項の規定による工事打合簿が提出された場合、請負者の立
会のうえ調査を行い、調査終了後２週間以内に調査結果を工事打合簿により
請負者に通知しなければならない。
４ ． 契約図書等の使用制限
請負者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書、及びその他の
図書を監督員の承諾なくして第三者に使用させ、または伝達してはならない。



１ － １ － 15 工事の一時中止
１ ． 一般事項
発注者は、契約書第21条の規定に基づき以下の各号に該当する場合におい
ては、あらかじめ請負者に対して通知した上で、必要とする期間、工事の全部
または一部の施工について一時中止をさせることができる。なお、暴風、豪雨、
洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的または人
為的な事象による工事の中断については、第１ 編１ － １ － 50臨機の措置に
より、請負者は、適切に対応しなければならない。
（ １ ）埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工
事の続行が不適当または不可能となった場合
（ ２ ） 関連する他の工事の進捗が遅れたため工事の続行を不適当と認めた
場合
（ ３ ）工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当または不可
能となった場合

２ ． 発注者の中止権
発注者は、請負者が契約図書に違反しまたは監督員の指示に従わない場合
等、監督員が必要と認めた場合には、工事の中止内容を請負者に通知し、工
事の全部または一部の施工について一時中止させることができる。
３ ． 基本計画書の作成
前１ 項及び２ 項の場合において、請負者は施工を一時中止する場合は、中
止期間中の維持・管理に関する基本計画書を監督員を通じて発注者に提出し、
承諾を得るものとする。また、請負者は工事の再開に備え工事現場を保全しな
ければならない。

１ － １ － 16 設計図書の変更
設計図書の変更手続きは、「愛知県建設部設計変更事務取扱要領※」の規定
により行うものとする。
※常滑市設計変更事務取扱要領に読みかえる



１ － １ － 17 工期変更
１ ． 一般事項
契約書第16条第７ 項、第18条第１ 項、第19条第５ 項、第20条、第2 1条第３ 
項、第2 2条及び第40条第２ 項の規定に基づく工期の変更について、契約書
第24条の工期変更協議の対象であるか否かを監督員と請負者との間で確認
する（ 本条において以下「事前協議」という。） ものとし、監督員はその結果を
請負者に通知するものとする。
２ ． 設計図書の変更等
請負者は、契約書第1 9条第５ 項及び第20条に基づき設計図書の変更または
訂正が行われた場合、第１ 項に示す事前協議において工期変更協議の対象
であると確認された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、変更工
程表その他必要な資料を添付の上、契約書第2 4条第２ 項に定める協議開始
の日までに工期変更に関して監督員と協議しなければならない。
３ ． 工事の一時中止
請負者は、契約書第21条に基づく工事の全部もしくは一部の施工が一時中止
となった場合、第１ 項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると
確認された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その
他必要な資料を添付の上、契約書第24条第２ 項に定める協議開始の日まで
に工期変更に関して監督員と協議しなければならない。
４ ． 工期の延長
請負者は、契約書第22条に基づき工期の延長を求める場合、第１ 項に示す
事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必
要とする延長日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契
約書第24条第２ 項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督員と
協議しなければならない。
５ ． 工期の短縮
請負者は、契約書第23条第１ 項に基づき工期の短縮を求められた場合、可能
な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付し、契約書第
24条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督員と協議しな
ければならない。



１ － １ － 2 3 数量の算出及び工事完成図
１ ． 一般事項

請負者は、出来形数量を算出するために出来形測量を実施しなければならな
い。
２ ． 出来形数量の提出

請負者は、出来形測量の結果を基に、土木工事数量算出要領（ 案） 及び設
計図書に従って、出来形数量を算出し、その結果を監督員からの請求があっ
た場合は速やかに提示するとともに、工事完了時までに監督員に提出しなけ
ればならない。
３ ． 工事完成図

請負者は、特記仕様書で工事完成図の対象工事と明示された場合には、出来
形測量の結果及び設計図書に従って工事完成図を作成し、監督員に提出しな
ければならない。

ただし、各種ブロック製作工等工事目的物によっては、監督員の承諾を得て工
事完成図を省略することができる。



１．１．２ 用語の定義
標準仕様書において用いる用語の定義は、次のとおりとする。

（１）　「監督職員」とは、工事請負契約書（以下「契約書」という。）に規定する監
督職員、監督員又は監督官をいう。

（２）　「受注者等」とは、当該工事請負契約の受注者又は契約書の規定により
定められた現場代理人をいう。

（３）　「監督職員の承諾」とは、受注者等が監督職員に対し、書面で申し出た
事項について監督職員が書面をもって了解することをいう。

（４）　「監督職員の指示」とは、監督職員が受注者等に対し、工事の施工上必
要な事項を書面によって示すことをいう。

（５）　「監督職員と協議」とは、協議事項について、監督職員と受注者等とが結
論を得るために合議し、その結果を書面に残すことをいう。

（６）　「監督職員の検査」とは、施工の各段階で受注者等が確認した施工状況、
材料の試験結果等について、受注者等より提出された品質管理記録に基づき、
監督職員が設計図書との適否を判断することをいう。

　なお、品質管理記録とは、品質管理として実施した項目、方法等について確
認できる資料をいう。

（７）　「監督職員の立会い」とは、工事の施工上必要な指示、承諾、協議、検査
及び調整を行うため、監督職員がその場に臨むことをいう。

（８）　「監督職員に報告」とは、受注者等が監督職員に対し、工事の状況又は
結果について書面をもって知らせることをいう。

（９）　「監督職員に提出」とは、受注者等が監督職員に対し、工事にかかわる
書面又はその他の資料を説明し、差し出すことをいう。

（１０）「基本要求品質」とは、工事目的物の引渡しに際し、施工の各段階にお
ける完成状態が有している品質をいう。

（１１）「品質計画」とは、設計図書で要求された品質を満たすために、受注者等
が、工事において使用予定の材料、仕上げの程度、性能、精度等の目標、品
質管理及び体制について具体化することをいう。

（１２）「品質管理」とは、品質計画における目標を施工段階で実現するために
行う管理の項目、方法等をいう。
（１３）「特記」とは、１．１．１（e）の（１）から（４）までに指定された事項をいう。
（１４）「書面」とは、発行年月日が記載され、署名又は捺印された文書をいう。

（１５）「工事関係図書」とは、実施工程表、施工計画書、施工図等、工事写真
その他これらに類する施工、試験等の報告及び記録に関する図書をいう。

（１６）「施工図等」とは、施工図、現寸図、工作図、製作図その他これらに類す
るもので、契約書に規定する工事の施工のための詳細図等をいう。

（１７）「ＪＩＳ」とは、工業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）に基づく日本工業
規格をいう。

（１８）「JAS」とは、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律
（昭和２５年法律第１７５号）に基づく日本農林規格をいう。



（１９）「規格証明書」とは、設計図書に定められた規格、基準等に適合すること
の証明となるもので、当該規格、基準等の制度によって定められた者が発行し
た資料をいう。

（２０）「一工程の施工」とは、施工の工程において、同一の材料を用い、同一
の施工方法により作業が行われる場合で、監督職員の承諾を受けたものをい
う。

（２１）「工事検査」とは、契約書に規定する工事の完成の確認、部分払の請求
に係る出来形部分等の確認及び部分引渡しの指定部分に係る工事の完成の
確認をするために発注者又は検査職員が行う検査をいう。

（２２）「技術検査」とは、工事の施工体制、施工状況、出来形、品質及び出来
ばえについて、発注者が定めた者が行う技術的な検査をいう。

（２３）「概成工期」とは、建築物等の使用を想定して総合試運転調整を行ううえ
で、関連工事を含めた各工事が支障のない状態にまで完了しているべき期限
をいう。

１．１．８疑義に対する協議等

（a）設計図書に定められた内容に疑義が生じた場合又は現場の納まり、取合
い等の関係で、設計図書によることが困難若しくは不都合が生じた場合は、監
督職員と協議する。

（b）（a）の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更を行う場合の措置は、
契約書の規定による。

（c）（a）の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更に至らない事項は１．
２．４（a）による。

１．１．９工事の一時中止に係る事項

次の（１）から（５）までのいずれかに該当し、工事の一時中止が必要となった
場合は、直ちにその状況を監督職員に報告する。
（１）埋蔵文化財調査の遅延又は埋蔵文化財が新たに発見された場合
（２）別契約の関連工事の進捗が遅れた場合
（３）工事の着手後、周辺環境問題等が発生した場合
（４）第三者又は工事関係者の安全を確保する場合

（５）暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他
の自然的又は人為的な事象で、受注者の責めに帰すことができないものによ
り、工事目的物等に損害を生じた場合又は工事現場の状態が変動した場合

１．１．１０工期の変更に係る資料の提出

（a）契約書の規定に基づく工期の短縮を発注者より求められた場合は、協議
の対象となる事項について、可能な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他
の協議に必要な資料を、監督職員に提出する。

（b）契約書の規定に基づく工期の変更についての協議を発注者と行うに当
たっては、協議の対象となる事項について、必要とする変更日数の算出根拠、
変更工程表その他の協議に必要な資料を、あらかじめ監督職員に提出する。



１．７．１完成時の提出図書
（a）工事完成時の提出図書は次により、適用は特記による。
　（１）完成図
　（２）保全に関する資料
（b）（a）の図書に目録を添付し、監督職員に提出する。

１．７．２完成図

（a）完成図は、工事目的物の完成時の状態を表現したものとし、種類及び記
入内容は、特記による。特記がなければ、表１．７．１による。

（b）完成図（施工図及び施工計画書を除く。）の様式等は、次による。
　（１）完成図の作成方法及び原図のサイズは、特記による。特記がなければ、
　　　 原図はＣＡＤで作成し、トレーシングペーパーに出力するものとする。
　　　 なお、寸法、縮尺等は、設計図書に準ずる。
　（２）提出は、原図及びその複写図（２部）とする。
　（３）ＣＡＤデータの提出は、特記による。
（c）施工図は、監督職員の小ふぁくを受けたもの及びその原図を提出する。
　　 ただし、原図が提出できない場合は、原図に代わる図としてよい。
（d）施工計画書は、監督職員の承諾を受けたものを提出する。

１．７．３保全に関する資料

（a）保全に関する資料は次により、提出部数は特記による。特記がなければ、
２部とする。
　（１）建築物等の利用に関する説明書
　（２）機器取扱い説明書
　（３）機器性能試験成績書
　（４）官公署届出書類
　（５）主要な材料・機器一覧表等

（b）（a）の資料の作成に当たっては、監督職員と記載事項に関する協議を行い、
作成後は、監督職員に内容の説明を行う。

種　　　類 記　　入　　内　　容

配置図及び案内図 敷地及び建築物等の面積表、屋外排水系統図、外構、植栽

各 階 平 面 図 室名、室面積、耐震壁

各 立 面 図 外壁仕上げ

断 面 図 階高、天井高等を表示し、２面以上作成

仕 上 表 屋外、屋内の仕上げ

施 工 図
（構造躯体及びカーテンウォール）

－－－－－－－－－－－

施 工 計 画 書
（ カ ー テ ン ウ ォ ー ル ）

－－－－－－－－－－－




